
第二編 (耐津波設計方針の検討経緯 )



はじめに

高浜発電所の津波警報が発表されない可能性のある津波に対する防護方針は以

下の順序で検討を行つた。以下に本検討に係る概要と末尾に検討フロー図を示

す。

1.基準津波の選定
基準津波は、以下のA～ Cの方針に基づき、選定する。
A)敷地遡上の防止及び海水ポンプの取水性確保の観点から、各評価点におい
て発電所への影響が大きい波源を選定する。

B)上記Aの観点から、各評価点において最高水位・最低水位 となる波源を基準
津波として選定するが、敷地高さを上回る波源及び海水ポンプの取水可能水

位を下回る波源がある場合にはそれらを全て基準津波として選定する。

C)警報が発表されない場合には警報に基づく取水路防潮ゲー ト閉止ができな
いため、ゲー ト内への津波の浸入によって施設の安全性に影響が生じるおそ

れがある。このため、警報に基づくゲー ト閉止を前提とした基準津波に加え、

警報が発表されない場合についても上記A,Bの観点で基準津波を選定する。

具体的には、 (1)、 (2)の評価を行 う。
(1)既許可時の評価
・ 警報に基づいて取水路防潮ゲー トを閉止する。
・ 敷地高さを上回る波源及び海水ポンプの取水可能水位を下回る波源
はない。 (津波到達に対 して防潮ゲー ト閉止が間に合わない波源もあ

るが、その場合でも敷地高さ及び取水可能水位を超えない。)

・ 防潮ゲー ト前面、放水 口前面、放水路 (奥)で最高水位 となる波源は
「福井県モデル (若狭海丘列付近断層)と海底地すべ リエリアBの組
み合わせ」であり、これを基準津波 1と して選定 した。

・ 各海水ポンプ室及び 3,4号炉循環水ポンプ室で最高水位 。最低水位
となる波源 は 「FO― A～ FO― B～熊川断層 と陸上地すべ り
(No.14)の組み合わせ」であり、これを基準津波 2と して選定 した。

(2)警報が発表されない場合 (今回評価 )
・ 警報に基づく取水路防潮ゲー ト閉止ができない。
・ 警報が発表されない場合における海底地すべ りによる津波は、既許可

時に評価対象としたエ リアA～ Cの最大規模の波源だけでなく、規模
の 2位・3位の波源や崩壊の方向が異なる波源についても施設影響を

確認 した。

その結果、敷地高さを上回る波源及び海水ポンプの取水可能水位を下回

る波源 (施設影響が生 じる波源)は、「海底地すべ リエ リア B(Es K5、
Kinematicモ デル )」 及び「海底地すべ リエ リア C(Es― T2、 Kinematicモ

デル )」 のみであり、これ らをそれぞれ、基準津波 3、 基準津波 4と して

選定する。
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なお、施設影響の有無は、耐津波設計で設定される潮位のばらつき及び

高潮裕度を津波水位計算結果に加味した値を敷地高さ及び取水可能水

位 と比較することで確認 した。

・ 基準津波 3及び基準津波 4は、施設影響が生じることから、耐津波設
計において対策を講 じる。

具体的には、若狭湾内の伝播特性により、高浜発電所の取水口付近では

第 1波より第 2波以降が大きくなることを踏まえ、発電所構内の潮位計
で観測される津波の第 1波 目の水位変動量が、設定 した判断基準 (ト リ
ガー)を超えた場合に、取水路防潮ゲー トを閉止 し、2波 目以降の浸入
を防止することで施設影響を回避する。

よって、この対策は、安全設計上、施設影響が生じる津波を網羅的に検

知できる判断基準 (ト リガー)の設定が必須である。
このため、施設影響が生 じる基準津波 3及び基準津波 4により、津波波
形に影響する波源特性の うち崩壊規模及び破壊伝播速度を最大 とした

ものを基本設定として上限に位置づけ、これ以下の場合にも、施設影響

が生 じるケースを網羅的に検知できるように判断基準 (ト リガー)を設
定する。

したがって、基準津波 3及び基準津波 4は、判断基準 (ト リガー)設定
に使用するとい う特性を踏まえ、「基本設定を上限とした崩壊規模及び

破壊伝播速度の変更を前提にした波源」として策定する。

2.選定した基準津波 3, 4(警報なし津波)に対する施設影響の整理
・ 高浜発電所は、襲来の虞のある津波に姑し、敷地が比較的低い特徴を有
するため前章で選定した基準津波 3,4に対する施設影響を確認した上で、

対策案を立案する。
・ 施設影響については、「①既許可で確認済みの対策での評価」と、「②既
許可で確認していないが、実力的に発生防止・事象緩和機能を持つ設備

や、既許可での評価条件の保守性 (上昇側で、海水ポンプ・循環水ポン

プを全台停止している)から、実運転の条件で機能影響を考慮した評価
(以下、実力評価という。)」 の場合に分けて整理した。

。 この①、②について、最も津波水位が厳しくなる基準津波 3の津波水位
計算結果に潮位のばらつき(上昇側+0.15m、 下降側-0.17m)及び高潮杯度

(上昇側+0.49m)を考慮した水位で影響を確認した。
・ その結果、水位上昇側については、実力評価まで考慮した場合、施設影
響はないと考えられるが、水位下降側については、実力評価まで考慮し

ても海水ポンプの取水性確保が困難であることを確認した。この特性を

考慮し、対策を検討する。

3.施設影響を踏まえた対策案の検討
・ 高浜発電所は、敷地が比較的低い特徴を有することと、前章の施設影響の
評価結果を踏まえ、津波防護対策案として、まず、防護壁や貯水堰、ポン

プ改修等を検討した結果、「防護壁と貯水堰の組み合わせ」又は「防護壁と
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海水ポンプ (改造・移設)の組み合わせ」が必要と整理 した。
「防護壁と貯水堰の組み合わせ」又は「防護壁 と海水ポンプ (改造・移設 )

の組み合わせ」の対策はいずれも封応に長期間を要すること、特に下降側

の対策である貯水堰の設置や海水ポンプ設計の見直しは、海水ポンプの取

水を長期間停止させる必要がある。

一方、「防潮ゲー ト」は既設であり、これを活用 した対策は、設備対策面で

は、速やかにプラン トの安全性向上が可能である。ただし、基準津波 3,4

は、警報が発表されないことから、「防潮ゲー ト」による対策は、「防潮ゲ

ー ト閉上の起因となる津波検矢日方法 (ト リガー)の妥当性」及び「津波を検

知 してから施設影響のある潮位に至る前に防潮ゲー トの閉止ができる時

間的成立性 (運用成立性 )」 の確認が必要であり、これ らを評価 した上で、

採否を判断することとする。

4.防潮ゲー ト閉上の起囚となる津波検矢日方法
・ 海底地すべ りを波源 とする津波は、津波警報が発表されないことから、防
潮ゲー トを閉止する起囚となる津波検知方法 (ト リガー)の設定が必要で
ある。

・ 発電所構内には、津波監視設備である津波監視カメラ及び潮位計を保有す
るため、定量的に潮位を測定できる潮位計の活用を検討 した。

・ 潮位計を活用した防潮ゲー ト閉止 トリガーの検討は、構内で津波を検知 し、
その検矢日情報に基づき、防潮ゲー トを開止することから、「施設影響が生じ

る津波の見逃 し、津波以外の誤検知の観点で問題ないか」、また、「運転操

作が時間内に成立するか」を評価する必要がある。

・  したがって、津波シミュレーションによる隠岐 トラフ海底地すべ りの波源
特性及び若狭湾の伝播特性に関するパラメータスタディと、構内潮位計に

よる過去の観測データから、これ らを評価 し、採否を判断することとした。

5.津波検知の判断基準 (ト リガー)の設定
潮位計を活用 した防潮ゲー ト閉止 トリガーのは、構内で津波を検矢日し、

その検知情報に基づき、防潮ゲー トを閉止することから、「施設影響が生じ

る津波の見逃 し、津波以外の誤検知の観点で問題ないか」に係る妥当性 。

網羅性を確認 した上で設定する必要があり、これについて、以下の順序に

て検討を行つた。

(1)施設影響が生 じるケース (基準津波 3, 4)の 津波波形の特徴を確
認する。

(2)通常 (平常時、台風時)の潮位変動を確認する。
(3)(1)と (2)か ら津波検知の判断基準の仮設定を行 う。
(4)(3)の仮設定値にて、施設影響が生じる波源である基準津波 3,4に対
し、「海底地すべ りの波源特性」及び「若狭湾の伝播特性」に関する
パラメータスタディを実施 し、判断基準の網羅性の確認を行 う。

(5)(4)ま でに得 られた結果 と、「海底地すべ りの波源特性」及び「若狭湾
の伝播特性」のパラメータスタディ結果を全て踏まえ、「パラメータ
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スタディ波高の観′煮」、「)F線形性の観′煮」、「増幅比率の観ッ点」から再

度、安全側に仮設定値を設定し、これらに対 し、過去観沢Jデータから

算出した 10分間の潮位のゆらぎの最大約 0。 10mを考慮 した上で、さ
らに余裕を加味し、津波検知の判断基準 (ト リガー値)を 「10分以
内 0.5m上下変動」とした。なお、上記の検討順序を踏まえた トリガ
ーの設計方針は、添付書類人及び設工認基本設計方針に明記 し、設

工認にて、 トリガーとして確定する。

6.運用成立性 (運転操作が時間内に成立するか)の確認
・  潮位計を活用 した防潮ゲー ト閉止 トリガーの検討は、構内で津波を検知
し、その検知情報に基づき、防潮ゲー トを閉止することから、「運転操作

が時間内に成立するか」を評価する必要がある。

・ 上記について、最も津波襲来の判断基準の到達が早く運用上の封応が厳 し
くなる基準津波 3に対 し、運転操作が時間内に成立するかの確認を実施 し
た。

・ 潮位計において、潮位が 0.5m下降、若 しくは上昇 した時点で中央制御室
に警報が発信する。この時 J黒で、運転員は潮位の継続的な重点監視を行 う

とともに、2台の観測潮位が 10分以内に 0.5m以上下降し、最低潮位から
0.5m上昇 した時点、若 しくは  10分以内に O.5m以上上昇 し、最高潮位
から 0,5m下降した時点で防潮ゲー ト閉止等の操作を行 うことを当直課長
が運転員へ指示する。

・ 上記の一連の姑応において、警報発信から、 トリガー検知までに最短でも
約 5分の姑応時間を有 していることから、運転員は十分姑応できることを

確認 した。

・ また、5章で実施 した トリガーの妥当性 。網羅性における海底地すべ りの
波源特性 (崩壊規模 。破壊伝播速度)のパラメータステディ結果のうち、
施設影響が生じるケースについて、運転操作により防潮ゲー トが閉止され

る時刻から、閉止後に施設に影響する水位の波が防潮ゲー ト前面に到達す

るまでの時刻を算出し、防潮ゲー ト閉止に対する余裕時間を確認 した。

・ その結果、約 9～ 15分の余答時間があることを確認 した。

7 防潮ゲー ト対策の採用による施設影響の確認

上述の 1～ 6の検討結果より、防潮ゲー ト姑策採用の前提条件である ト
リガーの妥当性 。網羅性及び運用成立性のいずれも満足することを確認

した。したがって、津波検知に潮位計を活用することとし、具体的な防潮

ゲー ト閉止の トリガーを 5章に記載のとお り、「潮位計のうち、2台の観
測潮位が 10分以内に 0.5m以上下降 (または上昇)し、その後、最低潮
位から10分以内に O.5m以上上昇 (または下降)」 と設定する。
この トリガー値を踏まえ、基準津波 3,4に対 し、入力津波を設定した結
果、3,4号炉海水ポンプ室前面の入力津波高さ (下降側)が変更となる
ことを確認 した。

この影響箇所は 3号炉及び 4号炉の海水ポンプの取水性であるが、入力
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津波高さが海水ポンプの設計取水可能水位を上回つているため、海水ポ

ンプは機能保持できることを確認 した。

漂流物による影響について、今回の津波の性質を踏まえ再評価 した結果、

一般車両が漂流 した場合においても津波防護施設により漂流物の影響を

防止できるものの、車両のモバイル性を活用 し、必要に応 じ、可能な範囲

で退避することで津波防護施設に影響を及ぼさない方針とする。

以上より、設定した トリガー値により敷地遡上を生 じず、かつ海水ポンプ

の取水性に影響がないことを確認 した。

なお、 トリガーを設定するための入力津波は作成方針を設置許可添付書
類人及び設工認基本設計方針に記載 し、具体的な作成結果及び トリガー

の妥当性・網羅性に係る詳細は、設工認添付書類に記載する。トリガーを

設定するための入力津波の作成方針は以下のとお り。

> 基準津波 3及び基準津波 4の波源に関する「崩壊規模」又は「破壊伝
播速度」のパラメータスタディから確認 した「隠岐 トラフ海底地すべ

りの波源特性」及び 「若狭湾の伝播特性」を踏まえ、5章に記載 した
「パラメータスタディ波高の観ッ煮」、「非線形性の観′点」及び「増幅比

率の観点」で設定した仮設定値のうち、隠岐 トラフ海底地すべ りを波

源 とするケースを基に、閉止判断基準を設定するための入力津波を作

成する。

警報が発表されない津波に可能な限り早期に対応するための運用

隠岐 トラフ海底地すべ りによる津波は警報が発表 されないため、発電所

に津波が襲来することをより早く検知することで、発電所の安全性向上

につながると考えられる。そのため、津波検知のための条件を踏まえ発電

所構外における候補地を抽出した。高浜発電所より早期に、津波を検矢日で

きる候補地点は、三国、津居山、経ヶ岬である。候補地のうち、津居山地

点は既往潮位データの分析から、潮汐と津波の区別が可能であり、リアル

タイムデータの入手も可能なため、高浜発電所 1,2号炉の再稼働までに
当該潮位データを活用 した津波検知の運用を定めることとした。その他

の地点については、将来的な更なる安全性向上の取 り組みとして検討 し

ていくこととした。検討の流れは以下の通 り。

1～ 7章までの検討における対応に加え、発電所構外の潮位計を用い、可

能な限り早期に津波に対応するため、以下の (1)、 (2)の 「運用」を定
め、設置許可申請書の添付書類人に記載 し、運用の具体的な内容は、保安

規定以下で定めることとする。

(1)敷地外にて 「プラン ト影響のある津波」を検知 した場合
構内潮位計での判断基準を「10分以内 0.5mの 「変動」」とし、防潮ゲ
ー ト閉止判断を早期化。

(2)敷地外にて 「プラン ト影響の可能性のある津波」を検知した場合
構外潮位計で検知 した段階で、防潮ゲー ト落下機構の健全性確

認など(防潮ゲー ト保守作業の中止、構内の一般車両の退避、輸送船の退

避、輸送車両の退避、津波監視カメラによる監視 )、 津波関連施設の状況

8
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を確認 し津波襲来に備える。

発電所構外の潮位観測活用の候補地点のうち、「構内潮位計よりも早期に

検矢日できること」、「過去観測データの蓄積により、海底地すべ り津波と通

常の潮汐を識別可能なこと」の確認を行い、津居山地ッ点の観測潮位を、高

浜発電所 1, 2号炉の再稼働までに活用することとした。
敷地外における「プラン ト影響のある津波」は、水位 T,P.+3.Omと 水位
T,P,+2.Omと 水位 To P.+1.Omの 判断基準案から、津居山地′煮の潮位計の観

測範囲内であり、最も安全側の判断基準である T,P.+1.Omを採用する。た

だし、過去最高潮位は台風時の T,P。 +1.68mであり、津波以外の場合に誤

検知する可能性があることから、「10分以内に lm上昇又は下降」した場
合を判断基準とする。

また、敷地外における「プラン ト影響の可能性のある津波」の検討は、5

章で実施 した崩壊規模・破壊伝播速度のパラメータスタディにおいて高

浜発電所の施設影響が生 じるケースの、津居山地点の津波シミュレーシ

ョンを実施 し、第 1波の水位変動量を確認 した。この結果、いずれも第 1

波の水位変動量は、0。 6m以上であることを確認 したことから、これに 10

分間の潮位のゆらぎの最大約 0。 10mを考慮 し、「10分以内 0.5m上昇又は

下降」を判断基準とする。

基準津波 3 4は、判断基準

(トリガー)設定に使用するという

特性を踏まえ、「崩壊規模・破

壊伝播速度の変更を前提にし

た波源」として策定

対策案の運用

成立性確認
津波検矢日方法

の妥当性確認

津波検知方法の

運用成立性確認

対策案の

妥当性確認

報が発表 されない可能性のある
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1.基 準津波の選定
1.1 基準津波の選定方針
2018年 12月 にインドネシアのスング海峡で発生 した津波は、火山噴火
による山体崩壊が要因と考えられている。この津波では、津波警報が発表され

ずにスング海峡沿岸部に津波が到達したことで、被害が大きくなったと考えら

れる。

高浜発電所では、既許可 (2016.4.20許可)の基準津波評価において、警報
に基づく取水路防潮ゲー ト閉止によつて津波の浸入を防止することを前提と

している。このため、スング海峡で発生した津波に関する知見への対応 として、

警報が発表されない可能性のある「隠岐 トラフ海底地すべ り」による津波につ

いて、取水路防潮ゲー ト開状態での評価を新たに行 うこととした。なお、「隠

岐 トラフ海底地すべ り」による警報が発表 されない可能性のある津波に関する

知見については、原子力規制委員会 (2019.7.31開催)において新知見と整理
されている。

既許可の基準津波評価に警報が発表されない場合の評価を追加するにあた

り、基準津波の選定方針は以下の①～③のとおりとする。

① 敷地遡上の防止及び海水ポンプの取水性確保の観点から、各評価点におい

て発電所への影響が大きい波源を選定する。

② 上記①の存見′煮から、各評価点において最高水位 。最低水位となる波源を基

準津波として選定するが、敷地高さを上回る波源及び海水ポンプの取水可

能水位を下回る波源がある場合にはそれらを全て基準津波として樫定する。

③ 警報が発表されない場合には警報に基づく取水路防潮ゲー ト閉止ができな
いため、ゲー ト内への津波の浸入によって施設の安全性に影響が生じるお

それがある。このため、警報に基づくゲー ト閉止を前提とした基準津波に

加え、警報が発表されない場合についても上記①,②の観点で基準津波を
選定する。

2 地震以外に起因する津波の評価
(1)海底地すべ りに起囚する津波評価
地震以外に起囚する津波のうち、「隠岐 トラフ海底地すべ り」による津波

について、警報が発表されない場合の計算条件を設定し、津波水位計算を実

施 した。評価対象とする海底地すべ りは、エ リア毎に最大規模 となる海底地

すべ り地形として、エ リアAの Es一G3、 エ リア Bの Es―K5、 エ リアCの Es―T2
とした。

津波水位計算の結果を表 1に示す。各評価点における水位は、海底地すべ

リエ リアB(Kinematicモ デル)による津波が最も大きい結果となり、各ポ
ンプ室位置で、敷地高さ (T.P,+3.5m)を上回る水位、及び、海水ポンプの取

水可能水位 (1,2号炉海水ポンプ :T.P,3,21m、 3,4号炉海水ポンプ :To P.―

3.52m)を 下回る水位 となった。また、エ リアC(Kinematicモデル)では、
3,4号炉海水ポンプ室で敷地高さ (T,P,+3.5m)を上回る水位となった。

1
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表 1 海底地すべ りの津波評価結果
数字は、TP

水位上昇 水位下降

防潮
ゲート

取水路

防潮ゲート

前面

3′ 4号力=
循環水
ポシプ室

1号炉
海水
ポシプ室

2号炉
海水
ポシプ室

3′ 4号炉
海水
ポシプ室

放水路

(奥 )

1号炉
海水
巽ラザ室

2号炉
海水
訳Ⅲデザ蓋

3′ 4号炉
海水
飛ラサ室前面

エリアA
(Es―G3)

Watts他の予測式 開 ∩ Fi ∩ Fi 06 O Fi ∩ ハ n Fi 0でi -0月 -06 -1 1

K nemadcモ デルによる方法 開 20 23 21 22 26 16 18 -1 2 -1.4 ―ク ク

エリアB
(Es― K5)

Watts他の予測式 F耳日 ク フ ク i フ ■ 24 2写 19 21 -14 -lS -21
Kinemadcモ デ・ザレによる方 )去 開 36 39 37 3,8 ■ R ■ 7 40 ―R Fi ―「I フ ―■ 7

エリアC
(Es―T2)

wnttq十 竹の予 ,日 Hく Fttf月 14 18 14 16 18 11 14 -13 -14 -22
Kinemadcモ カレによる方法 開 32 37 33 35 ■ Fi R7 ■ 9 ―ク4 ―ク =S ―クA

(2)海 底地すべ りのうち施設影響が生 じる波源の確認
各エ リアの最大規模の波源 として抽出した海底地すべ りによる津波で施

設影響が生 じる結果となつたことから、警報が発表されないケースにおいて、

他にも施設へ影響する波源がないかを確認する。

確認の流れは以下のとお りとする。

① 隠岐 トラフ海底地すべ りを位置 。向きによリエ リアA～ Cに分類 し、
各エリアで規模が 1位～3位のものを選定する。

② 隠岐トラフ海底地すべりのうち、エリアに関わらず、発電所方向に崩

壊するものを選定する。

③ これらの波源による津波の計算結果から、施設影響が生じるケースを

確認する。

なお、③の施設への影響については、耐津波設計で設定される潮位のばら

つき (水位上昇側 :+0。 15m、 水位下降側 :-0。 17m)と 高潮の裕度 (水位上昇

側 :+0.49m)を 津波水位計算結果に加味した値を、敷地高さ及び取水可能水

位と比較することで確認する。

上記により新たに抽出した海底地すべりは図 1の とおり。

第二編 -10



蜂抑
第
輛

■105

釘018

■9弱

鳥4獅

CSS'

■418

■50C

a343

■462

R326

岳108

〔子03 2患t(・119 ■966 10HO段 2

匠
`010a

ql, ac 1日駐101

q2日 4

,a tttGを oこ k‐ S, 缶g34 46 1硫 a7●

包0 Es Ora2 A 氏‐1la ■4■ SC

鞠争 塩
リェリオ 瀬

Jどす/くり
|     `ミ:I(m)

地す大サ ・ 地すべし,熊
摩 Fm).X層さlniⅢ

0地すべり地形の規模の算出結果 (断面積上位20個 )

←エリアBO■位
←エリアCの 1位

←エリアCの2位
←エリアBの2位
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，
ギ
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＼
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図 1 施設影響が生じる可能性のある海底地すべ りの選定

エ リアA～ Cの各エリアの規模 1位～3位の地すべ り及びエ リアに関わら
ず発電所方向に崩壊する地すべ りによる津波水位計算結果を表 2に示す。
津波水位計算の結果、各評価点における水位変動は、エ リア Bの Es―K5
(Kinematicモデル)が最も大きく、規模 2位・3位の地すべ りや発電所方
向に崩壊する地すべ りではこれを上回る水位変動は生 じない。また、図 2よ

り、施設影響が生 じるのは、水位上昇側では Es K5(Kinematicモデル)と

Es―T■4

Es‐ G■01

高浜発電所
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Es―T2(Kinematicモ デル )、 水位下降側では Es―K5(Kinematicモ デル)であ
ることを確認 した。

表 2 海底地すべ りの津波評価結果

海底地すべり (警報なし)
取水朧

防潮

ゲート

水位上昇

取水路

防潮ゲート

前面

3′ 4号炉
循環水
ボンプ室

1号炉
湖水
ボンブ室

2号炉
海水
ポシブ室

3′ 4号炉
嶽

～
ブ室

放水ロ
前面

放水路
(奥 )

1号炉
激
ポンプ室

2号炉
海水
ポンプ室

3′ 4=‐デ炉
赫
ポング窒

エリアA

Es―G3
鯨懐 1位 )

Watts他の予測式 問 06 06 06 06 06 06 06 ‐05 ‐06 ‐11

Kinematicモデルによる方法 開 20 23 21 22 26 16 18 判 2 -14 -22

Es-6101
(発電所方向)

Wats他 の予測式 開 06 06 06 06 06 06 06 ‐04 -05 11

Khemaucモデザ桝こよる方法 開 09 10 09 09 11 08 09 ‐06 ‐07

エリアB

Es― K5
(抹耳f具 1位 )

Watts他 の予測式 開 22 25 23 24 25 19 21 ‐14 15 -21

Khemaucモデザレによる方法 開 36 39 37 38 38 37 40 -36 ‐37 ‐37

Es― K7
('月模2位 )

Watts他の予測式 開 14 17 15 15 17 11 12 ‐09 コ 0 16

Khematにモデ,レによる方法 問 ρ l ?3 21 22 26 22 24 ‐15 16 24

Es― K6
(規模3位 )

Watts他 の予測式 開 11 12 12 12 12 10 10 -07 -08 13

Knemaucモデ,レによる方法 開 20 23 21 21 23 17 19 ¬ 4 ‐15 -22

エリアC

Es―■2

(規 l具 1位 )

Watts他 の予測式 開 14 18 14 16 18 11 14 ‐13 14 -22

K nemaScモデルによる方法 開 32 37 33 35 36 37 39 -24 25 ‐28

Es―T8
(,見 4具 2位 )

Wats他 の予測式 開 13 17 1? 13 16 09 11 ‐10 ‐10 17

Khematicモデ,Ⅸごよる方法 開 18 21 19 20 21 24 25 17 19 -26

Es T13
(混慎3位、発

Watts他 の予測式 開 09 12 09 10 13 09 09 ‐06 -07 -13

Khemaucモデ,レによる方法 問 18 20 18 18 21 23 24 ‐15 コ 6 ‐23

Es‐ T14
(発電所方向)

Watts他 の予測式 開 08 09 09 09 09 08 08 ‐06 ‐07 12

KhemaucモデザИこよる方法 問 20 24 21 22 24 19 20 ‐15 16 -21

O Watts他 の予測式
●34号炉循環水ボンブ室 ol号炉海水ボンブ室 修2号炉海水ボンプ室 134号 炉海水ボンプ室   °1号炉海水ボンブ室 o34号炉海水ボンフ室

TP+35m
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図 2 施設影響が生 じる可能性のある海底地すべ りの選定

1.3 基準津波の選定
津波水位計算結果及び基準津波の農定結果を表 3に示す。
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波源モデルゲ_卜※2

閉

(CIose)

地震に

地震以外に 海底

地すぺり

行政機関の

波原モデルを
用いた津波 若狭海丘列付近断層

′軍波の

組み合わせ

(一体計算 )

届丼県モデル (石狭濁丘列付近断

副 と隠岐トラフ海底地夕 リヽエリアB
「
Es‐ K5】

(Open)

地震に
FO― A～ FO― B～ 熊川断層 25 27 28

“

9※
3 ‐18※ 3 ‐20※ S

地震以夕Hこ
起因する津波

陸上

地すべり

No l′ 2′ 3

No 10

No 14

津波の

組み合わせ

(一体計算 )

FO― A～ FO― B～熊川断層と
隆上地夕潮 (No 14)

表 3 津波水位計算結果一覧
(1)既許可時の評価

(2)讐報が発表されない場合※1(今回評価)
波源モァ
~ル

ゲ_卜※2

(Open)
地震以夕Hこ 海底

地すべり

エリアA
rFく -61】

エリアB
(Es― K5)

エリアC

`Fq_Tク

】

×1:警報が発表されない前提の計東条件による評価 ※2:閉 ;取水路防潮ゲート天端TP+85mで 全閉、 開 i両系列のケートカ瑚いた状態 (TPと 0～ +85mは カーテンウォルあり)※ 3:地盤変動璽023m罐起

(1)既許可時の評価
警報に基づく取水路防潮ゲー ト閉止を前提として評価 した結果、敷地高さ

を上回る波源及び海水ポンプの取水可能水位を下回る波源はない。津波到達

に紺 して防潮ゲー ト閉止が間に合わない波源に対 しては防潮ゲー ト開条件

で評価を実施 したが、その場合でも敷地高さ及び取水可能水位を超えない。

評価点のうち、防潮ゲー ト前面、放水口前面、放水路 (奥 )で最高水位 とな

る波源は「福井県モデル (若狭海丘列付近断層)と 海底地すべ リエ リアBの
組み合わせ」であり、これを基準津波 1と して選定 した。 また、各海水ポ
ンプ室及び 3,4号炉循環水ポンプ室で最高水位 。最低水位 となる波源は「F
O― A～ FO― B～熊川断層と陸上地すべ り(No。 14)の組み合わせ」であり、
これを基準津波 2と して選定した。

(2)警報が発表されない場合 (今回評価 )
警報が発表されないことから取水路防潮ゲー ト閉止ができない前提で、既

許可時に評価対象としたエ リアA～ Cの最大規模の波源だけでなく、規模の
2位・3位の波源や崩壊の方向が異なる波源についても施設影響を確認 した。
その結果、敷地高さを上回る波源及び海水ポンプの取水可能水位を下回る波

源 (施設影響が生じる波源)は、「海底地すべ リエ リア B(Es K5、 Kinemati
cモデル )」 及び「海底地すべ リエ リア C(Es T2、 Kinematicモ デル )」 であ
り、これ らをそれぞれ、基準津波 3、 基準津波 4と して選定した。
なお、施設影響の有無は、耐津波設計で設定される潮位のばらつき及び高

基準滓波 1

基準津波 2

基準津波 a

基準津波4
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潮の裕度を津波水位計算結果に加味した値を敷地高さ及び取水可能水位 と

比較することで確認 した。

警報が発表されない場合において選定した基準津波の定義位置における

時刻歴波形を図 3に示す。

（日
）

当
　
＜

４
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２

１

０

１
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３
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４

1,07■ 1~~~

r｀＼ 「 (  ム A △ ⌒

ヽノ  ヽ Vヽア  予A r ― v
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300 60          90

日寺 間 (min)

(基準津波 3)

120 150

150

180

180

（日
）

坦
　
＜

0 30 60          90          120

時 間 (min)

(基準津波 4)

図 3 基準津波の時刻歴波形

基準津波 3及び基準津波 4は施設影響が生じることから、耐津波設計に
おいて対策を講 じる。

具体的には、若狭湾内の伝播特性により、高浜発電所の取水口付近では

第 1波より第 2波以降が大きくなることを踏まえ、発電所構内の潮位計で

観測される津波の第 1波 目の水位変動量が、設定した判断基準 (ト リガ
ー)を超えた場合に、取水路防潮ゲー トを閉止 し、2波 日以降の浸入を防
止することで施設影響を回避する。

よって、この対策は、安全設計上、施設影響が生じる津波を網羅的に検

知できる判断基準 (ト リガー)の設定が必須である。
このため、施設影響が生じる基準津波 3及び基準津波 4に より、津波波
形に影響する波源特性のうち崩壊規模及び破壊伝播速度を最大としたもの

を基本設定として上限に位置づけ、これ以下の場合にも、施設影響が生じ

るケースを網羅的に検知できるように判断基準 (ト リガー)を設定する。
したがって、基準津波 3及び基準津波 4は、判断基準 (ト リガー)設定
に使用するという特性を踏まえ、「基本設定を上限とした崩壊規模及び破壊

伝播速度の変更を前提にした波源」として策定する。

087m

ハ Aへ 八
^^

八

＼ / V V ヽ ′ ▼

115m~
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2

2,選定した基準津波 3, 4(警報なし津波)に対する施設影響の整理
2.1 背景
高浜発電所は、襲来の虞のある津波に対し、敷地が比較的低い特徴を有する

ため前章で選定した基準津波 3,4に対する施設影響を確認 した上で、対策木安

を立案する。

2。 2 評価条件
基準津波 3,4に対する施設影響については、「①既許可で確認済みの対策で
の評価」と、「②既許可で確認していないが、実力的に発生防止 。事象緩和機

能を持つ設備や、既許可での評価条件の保守性 (上昇側で、海水ポンプ・循環

水ポンプを全台停止している)から、実運転の条件で考慮した機能影響を考慮
した評価 (以下、実力評価という。)」 の場合に分けて整理した。
この①、②について、最も津波水位が厳しくなる基準津波 3の津波水位

計算結果に潮位のばらつき(上昇側+0,15m、 下降側 0。 17m)及び高潮裕度 (上昇

側+0.49m)を考慮した水位で影響を確認した。

3 評価結果
(1)外郭防護 1における評価結果
a)地上部からの到達流入評価結果への影響
評価結果を以下の表 1に示す。評価結果より、一部設備において、地

上部からの津波の到達・流入が否定できないことを確認 した。
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評価

到達・流入が否定できない※1

到達・流入が否定できない

至u達・流入しない

至u達・流入しない

到達・流入が否定できない※1

到達・流入が否定できない

至u達・流入が否定できない×2

到達・流入しない※3

津波水位 (防潮ゲート開)

TP,+44m(1号 炉海水ポン尭∋

TP+4.4m(2号 炉海水ポン災討

TP+46m(放 水路 (奥))

TP+44m(1号 炉海水ポン尭∋

TP+44m(2号 炉海水ポン災⊃

T.P.+46m(放水路 (奥))

TP+4.4m(1号 炉海水ポン災⊃

T,P.+4.4m(2号 炉海水ポン災討

TP,+4.6m(放水路 (奥 ))

T,P+4.4m(1号炉海水ポン災討

TP,+4.4m(2号炉海水ポン災勤

T,P.+46m(放水路 (奥 ))

TP+45m(3′ 4号炉循環水ポンプ室前面)

T,P.+4.6m(放水路 (奥))

T,P.+4.5m(3′ 4号炉循環水ポンえ 前面)

T.P,+46m(放水路 (奥))

TP+45m(3′ 4号炉循環水ポン疼 前面)

T,P.+46m(放水路 (奥 ))

T.P+45m(3′ 4号炉循環水ポンえ 前面)

TP+46m(放 水路 (奥))

状況

TP+35m以 上の雰文地に設置されている。
放水口側は高さT,P,+8.Omの 放水口側防潮堤及び防潮
扉並びに設計高さT,P+80mの 1号及び2号炉放水ピット
止水板を設置する。

TP+35m以 上の敷地に設置されている。
放水口根uよ高さTP+80mの 放水口側防潮堤及び防潮
扉並びに設計高さTP+8,Omの 1号及び2号炉放水ピット
止水板を設置する。

TP+52m以 上の敷地に設置されている。
放水口根‖よ高さTP,+80mの放水口側防潮堤及び防潮
扉並びに設計高さT,P.+8,Omの 1号及び2号炉放水bト
止水板を設置する。

TP+24.9m以 上の敷地に設置されている。
放水口側は高さTP.+8,Omの放水口側防潮堤及び防潮
扉並びに設計高さTP.+8.Omの 1号及び2号炉放水ピット
止水板を設置する。

TP+35m以 上の致地に設置されている。
放水口側は高さTP+80mの 放水口側防潮堤及び防潮
扉並びに設計高さTP+80mの 1号及び2号炉放水ピット
止ノ」くオ反を設置する。

TP+3.5m以上の敷地に設置されている。
放水口側は高さTP+80mの 放水口側防潮堤及び防潮
扉並びに設計高さTP,+8,Omの 1号及び2号炉放水ピット
止水板を設置する。

T.P.+3.5m以 上の敷地に設置されている。
放水口側は高さTP+80mの 放水口側防潮堤及び防潮
扉並びに設計高さTP+8.Omの 1号及び2号炉放水ピット
止フ」くオ反を設置する。

TP+3.5m以上の敷地に設置されている。
放水口根Щよ高さTP+80mの 放水口側防潮堤及び防潮
扉並びに設計高さT.P+80mの 1号及び2号炉放水ピット
止水板を設置する。

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内
包する建屋

海水ポンプ室

犠ウkタンク

燃料油貯油そう

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内
包する建屋

海水ポシ迭

燃料油貯油そう

警該kタンク

設計基準対象施設
の津波防護対象設
備のうち屋外設備

設計基準対象施設
の津波防護対象設

備のうち屋外設備

1

炉
及
び
2

炉

3

炉
及
び
4
号
炉

※ 1

※ 2
※ 3

表 1 外郭防護 1の うち、地上部からの到達流入評価結果

建屋境界壁国よ、水密扉及び貫通部止水処置を施している (1′ 2号 :既許可で確認済みの対策、3,4号 :既許可で未確認の対策)ことから、建屋への津波の流入はないと考えられる。
燃料油貯油そうの蓋にかかる水圧を評価した結果 (既許可で未確認の評価)、 津波の流入はないと考えられる。
復水タンク1訂 .P.15.Omの 高台に設置されており、津波の到達・流入はない。
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b)各経路からの流入評価結果
評価結果を以下の表 2に示す。評価結果より、一部の経路からの津波
の流入が否定できない。
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表 2 外郭防護 1の うち、各経路からの流入評価結果
評価

経路からの津波の流入力冶
定できない

経路からの津波の流入が否
定できない

流入しない

経路からの津波の流入が否
定できない

経路からの津波の流入が否
定できない

流入しない

経路からの津波の流入が否
定できない

流入しない

流入しない

流入しない

流入しない

経路からの津波の流入が否
定できない

流入しない

流入しない

裕度

▲0.9m

▲0.9m

8.Om

▲0,9m

▲1,Om

4.2m

▲1.Om

3.6m

3.4m

3.4m

3.6m

▲1.Om

13m

1.3m

許容津波水位

T.P.+35m

T,P,+3.5m

T,P,+12.lm

T.P.+3.5m

T,P.+3.5m

T,P,+8.5m

T.P.+3.5m

T.P.+8.Om

T.P.+8.Om

T,P,+8,Om

T.P.+8.Om

T.P+3.5m

T,P,+8.Om

T,P.+8.Om

津波水位
(防潮ゲート開)

TP.+4,4m
(1号炉海水ボン尭動

T.P.+4.4m
(2号炉海水ボン尭劃

TP.+4.lm

T.P.+4.4m

T.P.+4.5m

T`P,+4.3m

T.P.+4.5m

T.P:+4.4m

T.P,+4.6m(放水路 (奥))

T`P.+4.6m

T,P.+4.4m

T,P,+4.5m

TP+4.6m(放水路 (奥))

T.P.+4.4m(放水口前面)

エリア

海水ボンプ室

循環水ボンプ室

海水ポンた

循環水ボンプ室

点検用トンネル

海水ボンプ室

循環水ボンプ室

取水路防潮ゲート前面

その他配管
(クリーン,pブ!,ド水管等)

放水口付近

防潮扉前

放水路 (奥 )

放水ピット

放水口付近

取水路に運接される系統

1 2号炉放水路に連接される系統

放水口側護岸から直接海に連接される系統

海水系

循環水系

海水系

循環水系

海水系

循環水系

放水路

1号炉

2号炉

3号及び4号炉

1号及び2号炉

3号及び4号炉

1号及び2号炉

3号及び4号炉

屋タト!'F水路

取水路

放水路
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(2)外郭防護 2における評価結果
評価結果を表 3に示す。外郭防護 2の評価において設定した浸水想定範
囲は、取水路防潮ゲー ト開の状態では津波が流入すると考えられる。

なお、上記の津波の流入を想定した場合における津波水位 と海水ポンプ

の機能保持水位 との比較を実施 した結果、 1号炉及び 2号炉海水ポンプの

機能イ呆持水位は津波水位を上回ることから、海水ポンプが機能喪失するこ

とはないが、 3、 4号炉海水ポンプの機能保持水位は津波水位を下回るこ
とから、海水ポンプが機能保持できない。
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※ 1

※ 2

表 3外郭防護 2における評価結果

3′ 4号炉海水ポンプ室床面はT.P.+6.Omの 水位を想定し設計した浸水防止蓋を設置していることから、海水ポンプ室頂版からの津波の流入はないため、 3′ 4号炉海

に潮位のばらつき0.15mと高潮裕度0.49mを考慮)の 3′ 4号炉循環水ポンプ室の津波水位

糾蘊翻帰齢ヲシこ葵 、イ剥緊f霰謗島発説ヵ!量厄各ユ台運琢】及び解析モカレを実態に合わせた場合 (2019
年6月 13日、第1回彗報が発表されない可能性のある津波への対応の現状聴取に係る会合の資料1に記載のポンプ運転台数及び解析条件における津波水位T.P.+3.Om
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言平イ面

海水ポン:舟鮪ヒ保持水位は津波水位を上回る
ことから、海水ポンプが機能喪失することはない。

海水ポン:舟焔ヒ保持水位は津波水位を下回る
ことから、海水ポンプが機能保持できない。
(ただし、海水ポンプ及び循環水ポンプの運転
台数、角♀析モデルを実態に合わせた評イ面では、
海水ポンプが機能喪失することはない。)

津波水位

TR+4.4m
(1号炉海水ポンプ室前面)

TR+4.4m
(2号炉海水ポンプ室前面 )

と二巳■■5里 |(■ R+3.フm※
2)

(3′ 4号炉循環水ポンプ室前面※1)

海水ポン:殉鮪ヒ保持水位

TR+4.6フm

TR+4.6フm

TR+3.85m

1号炉

2号炉

3′4号炉

20



(3)内郭防護における評価結果
外郭防護 2の評価 と同様に、内郭防護において設定した浸水防護重′様化範
囲の境界壁まで、取水路防潮ゲー ト開の状態では津波が直接流入すると想定

した場合においても、浸水防護重点化範囲の境界壁には、水密扉及び貫通部

止水処置を実施 していることから、津波の流入はないと考えられる。

なお、既許可においては、循環水配管の破断箇所からの津波流入を想定し

ていたが、基準津波 3は隠岐 トラフ海底地すべ り単独に起因するものである
ことから、当該箇所の破断は想定されないため、上記の津波の流入以外につ

いては考慮する必要はない。

(4)水位変動に伴 う取水性低下のうち、海水ポンプ取水性に対する評価結果
への影響

評価結果を表 4に示す。海水ポンプの取水可能水位を下回るため、海水
ポンプの取水性が確保できない。

表 4水位変動に伴 う取水性低下のうち、海水ポンプ取水性に対する評価結果ヘ
の影響

取水可能水位 津波水位 言平イ面

1号炉 TR-3,21m※ 1 TR-3.フ m(1号炉海水ポン迭 前面)
津波水位が海灯 ンプの取水
可能水位を下回るため、水位
低下によつて海水ポンプ灘 能
保持できない。

2号炉 TR-3.21m※ 1 TR-3.8m(2号炉海水ポンえ 前面)

3′ 4号炉
TR-3.52
(IR-3.55m※ 1)

IP-3.3m(3′ 4号炉海水ポン充 前面)

※ 1:実験から設定した取水可能水位 (1′ 2号炉 :既許可で確認済みの数値、3′ 4号炉 :既許可で未確認の数値 )

(5)評価結果まとめ
(1)～ (4)の評価結果のまとめを表 5に示す。施設への影響は、既許
可で確認済みの対策のみで評価 した場合、水位上昇側において、施設影響が

生じ、水位下降側では、海水ポンプの取水性確保が困難であることを確認 し

た。

また、実力評価まで考慮 した場合、水位上昇側については、施設影響はな

いと考えられるが、水位下降側については、実力評価まで考慮 しても海水ポ

ンプの取水性確保が困難であることを確認 した。
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表 5_基鋒農皮 3ェ _4に対す_a備鐵狸駐 上

※赤字は評価結果より影響が生じるもの。建屋は「津波防護対象施設を内包する建屋」を示す。基準津波 2は 卜開」の状態で滓波が致地遡上せず
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水位下降側 (海水ポンプの取ノJく性)

津波水位力填聯》ら設定した海水ポシプの取水可能水位
を下回る (津波水傾 P38mく取水可能水価 P―
321m)こ0お海水ポンプはオl監膏ヒ保す寺できない

同上

津波水位が海郡 シプのべ)レマウス径から計算した海水ポ
シプの設計取水可能水位を下回る (澤波水傾 P―
38mく設言十取水可能水位TP-352m)ことから海水
ポシプlよ機能保持できない

津波水位が実験から設定した海水ポシプの取水可能水位

(滓波水傾 P-38m<取 水可能水位TP―
355m)を 下回ることから海水ポシプは機有ヒ保持できない

滓波水位が実験から設定した海水ポンプの取水可能水位
を下回る (滓波水価 P-37m以下<取水可能水位
TP 321m)ことから海水ポシプlよ機能喪失する。

同上

津波水位が海水ポシプのぺ,レマウス径から計算した海水ポ
シプの設計取水可能水位を下回る (津波水価 P―
38m以下く設計取水可能水位TP 352m)ことから
海水ポシ引よ機能喪失する。

澤波水位力填 属瑣から設定した海水ポシプの取水可能水位

を下回る (津波水位TP-38m以 下く取水可能水位
TP 35Sm)こ とから海水ポンプlま機能喪失する。

施設に対する具体的な影響

水位上昇側 (防護対象施設への浸水)

碑磨 :津波が到達する(津波水位TP+44m>房文地高さTP+35m)力 壇握に水密扉、貫通部止水処置を施しており、流入しない
海水ポンプ :津波力涯」達・流入するが、モータ下端まで到違しない (滓波水位TP+44m<モータ下端TP+467m)ため、機能喪失しない
復水タンク :津波は至J連・流入しない (津波水位TP+44mく復水タンクTP+52m)
燃料油貯油そう:滓波は到違・流入しない (津波水位TP+44mく燃料油貯油そうTP+249m)

同上

稔底 :津波の到違・流入が否定できない (津波水何 P+44m>敷地高さTP+35m)
海篇 ンプ :津波の到達・流入が否定できず、モータ下端まで至J達 (津波水位TP+44m>モータ下端TP+385m)し、機能保持できない
復水タンク :津波は至J違・流入しない (津波水位TP+45mく復水タンクTP+150m)
燃`H油貯油そう:津波の至」違・流入が否定できない (津波水位TP+45m>燃 料油貯油そうTP+35m)

建屋 :津波が到違するが建屋に水密扉、貫通部止水処置を施しており、流入しない
海水′ポンプ :実態を踏まえたポシプ条件等による滓波水位結果においては、津波は到達・流入しない (津波水位TP+37mくモータ下端
TP+385m)

復水タンク :同上
燃料油貯舶そう:津波の到達するが燃料油貯油そうの蓋に係る水圧の評価より流入しない

建屋 :津波が至l違する(津波水位TP+44m以 上>敷地高さTP+35m)が建屋に水密扉、貫通部止水処置を施しており、流入しないと考えられ
る

海氷ポンプ:津波の至U達・流入が否定できない (津波水傾 P+44m以 上に対し、モータ下端TP+467m)
復水タンク:滓波は到違・流入が否定できない (澤波水位TP+44m以 上に対し、復水タンクTP+52m)
燃料油貯油そう:津波|ま到違・流入しないと考えられる (津波水価 P+44m以 上に対し、燃料油貯油そうTP+249m)

同上

建属 :津波の至」違・流入が否定できない (澤波水位TP+44m以 上>敷地高さTP+35m)
海氷ポンプ:津波の到達・流入が否定できず、モータ下端まで到違 (津波水価 P+44m以 上>モータ下端TP+385m)し、機能保持できない
復水タンク:津波は到達・流入しないと考えられる (津波水位TP+45m以 上に対し、復水タシクTP+150m)
燃料油貯油そう:'幸波の至J達 ,流入が否定できない (津波水位TP+45m以 上>燃料油貯油そうTP+35m)

霊屋 :津波が到達するが建屋に水密扉、買通部上水処置を施しており、流入しないと考えられる
海ホポンプ :実態を踏まえ猷 シプ条件等による津波水位結果におしても、津波は到達・流入力塔定できないと考えられる (津波水位TP+37m以

上に対し、モータ下端TP+385m)
復水タンク :同上
燃料油貯油そう:滓波の到達するが燃料油貯油0の蓋に係る水圧の評価より流入しないと考えられる

既許可で確認済み
の対策のみit}日保

(参考 )実力評価

既許可で確認済み

の対策のみにす日保

(参考)実力評価

既許可で確認済み

の対策のみに担保

(参考)実力評価

既許可で確認済み

の対策のみに担保

(参考)実力評価
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3.施設影響を踏まえた対策案の検討
3.1 背景
高浜発電所は、敷地が比較的低い特徴を有することと、前章の施設影響の評

価結果より基準津波 3,4は警報が発表されないことから、取水路防潮ゲー ト
が 「開」となり、実力評価まで考慮 しても海水ポンプの取水性確保が困難であ

ることを踏まえ、津波防護対策案を検討する。

3.2 検討条件
高浜発電所は、襲来の虞のある津波に対 し、敷地が比較的低い特徴を有する。

よつて、取水路からの既許可の基準津波 1, 2に姑する外郭防護については、
取水路防潮ゲー トを活用 した津波防護を設計方針の基本に据えているが、これ

以外の対策 (防護壁、貯水堰等)を含め、成立性の検討を行った。

3,3 検討結果
津波防護姑策案の検討結果を表 1に示す。まず、防潮壁や貯水堰、ポンプ改
修等を検討 した結果、水位上昇側及び水位下降側ともに防護するには、「①防

護壁+②貯水堰」又は 「①防護壁+③海水ポンプ (改造 。移設 )」 の組み合わせ

(④)が必要と整理した。
①～③の対策は、水位上昇側に関しては、「運転操作によらず、防護可能」、

水位下降側に関しては、「防潮ゲート閉上操作が不要 (ただし、運転操作とし

ては、海水ポンプの取水性確保のため、循環水ポンプの停止操作が必要。)」 と
いうメリットがある一方、①防護壁と③貯水堰は「耐震性確保した防護壁の設

置が条件」となること、②貯水堰と③海水ポンプ (改造・移設)については「海
水ポンプ取水性の確保」といつた課題がある。
したがって、これらの対策の組み合わせである④の対策はいずれも対応に長

期間を要すること、特に下降側の対策である貯水堰の設置や海水ポンプ設計の

見直しは、重要な安全施設である海水ポンプの取水を停止させる必要がある。

海水ポンプはプラント停止中も稼働が必要な設備であることから、停止による

部分的な安全機能の喪失が長期にわたるため、プラント安全性の観点からは④
の封策は、極力回避すべきと判断した。
一方、「⑤防潮ゲー ト」での対策は防潮ゲー トが既設であることから、設備

対策面では、速やかにプラントの安全性向上が可能であり、本対策のみで、水

位上昇側及び水位下降側ともに防護可能である。
したがつて、「⑤防潮ゲート」の活用を前提とするが、基準津波 3, 4は警
報が発表されないことから、「防潮ゲー ト閉止の起囚となる津波検矢日方法 (ト リ

ガー)の妥当性・網羅性」及び「津波を検知してから施設影響のある潮位に至

る前に防潮ゲー トの閉止ができる時間的成立性 (運用成立性)」 の確認が必要で

あり、これらを評価の上で、検知の不確実性に対する対応を設計に反映し、防

潮ゲー ト活用の採否を判断することとする。 (津波検知方法の妥当性及び時間

的成立性の確認結果は、後述。)

第二編-23



⑤

防潮ゲート

(既許可対策 )

)運転操作あり
,敷地遡上しない

,運転操作あり
,取水可能水位を下回らない

,運転操作あり
,敷地遡上しない

,運転操作あり
,取水可能水位を下回らない

,既設設備であり、速やかにブラ
ント安全1生向上力河 能
,本対策のみで、敷地遡上及
び、海水ポンプの取水性への影
響を防止可能

,防潮ゲート閉止の起因となる

華波検矢日方法の妥当性・網羅
生 (検知の不確実性に対する
た寸応含む)の確認が必要
.津波検知からゲート閉止の時
翻成立性の確認が必要

⑭

①防護壁 +②貯水l厘
Or

①防護壁 +⑥ポラザ

,運転操作なし
,敷地遡上しない

,運転操作なし
,取水可能水位を下回らな
′`

,運転操作なし
,敷地遡上しない

,運転操作なし
,取水可能水位を下回らな

′`

,左記①～③と同様

③
ボンプ (改造・移設)

,運転操作なし
,敷地遡上する

・運転操作なし
・取水可能水位を下回らな
y｀

・運転操作なし
,敷地遡上する

・運転操作なし
,取水可能水位を下回らな
y｀

,海水ポンカ又水性確保
・海水ポン売隻計の抜本的
見直し

②

貯水堰

・運転操作なし
,敷地遡上する

・運転操作なし
。取水可能水位を下回らな
、′`

・運転操作なし
。敷地遡上する

・運転操作なし
。取水可能水位を下回らな

t′
｀

・防潮ゲート閉止操作が不要 (ただし、運転操作として
よ、海水ポンプの取水性確保のため、循環水ポンプの停
止操作が必要。)

・海水ボンノH又水性確保
・循環水ポンプlこよる海水ガ
ンプ町又水性能への影響回
避
・耐震性を確保した貯水堰
の設置 (配置成立性の確
認含む)

対策内容

,運転操作なし
,取水可能水位を下回る

)運転操作なし
,敷地遡上しない

,運転操作なし
,取水可能水位を下回る

,運転操作によらず、防護
可含ヒ

,耐震性確保した防護壁の

設置が条件

①
防護壁 (取水路沿い)

・運転操作なし
,敷地遡上しない

対策なしの場合

)敷地遡上するが、実力
上、設備の機含訊こ影響
なし

,取水可能水位を下回
9、 海水ボンプの機能保
寺できない

,敷地遡上し、海水ボン
プモータの下立市が漫水す
るため、ボンプの機能保

時できなしセ考えられる

寺できない

,取水可能水位を下回
)、 海水ボンプの機能保

上昇側

下降側

上昇側

下降側

メリット

デメリット

基準津波 3
基準津波 4

(参考 )
基準津波 1

対策方針上の

論点

表 1 津波防護対策案の検討結果

※基準津波2は「ゲート開」の状態で津波が敷地遡上せず、
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4.防潮ゲー ト閉止の起因となる津波検知の方法
4.1 背景
海底地すべ りを波源とする基準津波 3,4は、津波警報が発表されないこと
から、防潮ゲー トを閉止する起囚となる津波検知方法 (ト リガー)の設定が必
要であることから、津波検知方法の検討を行つた。

4.2 検討条件
発電所構内には、津波監視設備である津波監視カメラと潮位計を保有 してい

るため、これ らの活用を検討する。津波監視カメラと潮位計の設置位置及び仕

様は以下のとお りである。

(1)設置位置
津波監視設備は、津波襲来を監視でき、かつ基準津波の影響を受けにくい

位置に設置されている。図 1に示す とお り、 1号炉、 2号炉、 3号炉及び 4

号炉共用設備である津波監視カメラは、敷地への津波襲来監視を目的として、

取水 口側は 3号炉原子炉格納施設壁面 T.P.+46.8m、 放水口側は 4号炉原子
炉補助建屋壁面 T.P。 +36.2mに設置する。 1号炉、 2号炉、 3号炉及び 4号
炉共用設備である潮位計は、津波高さ計測を目的として、1号炉海水ポンプ

室 T.P,+7.lm及 び 2号炉海水ポンプ室 T,P,+7.lmに 設置 し、通常の潮汐とは

異なる潮位変動の把握を目的として、 1号炉海水ポンプ室 T,P,+7.lm、 2号

炉海水ポンプ室 T.P。 +7.lm及び 3,4号炉海水ポンプ室 T.P.+4.6mに 設置す
る。津波監視カメラ設置位置は津波遡上範囲になく、潮位計設置高さも、 1

号炉海水ポンプ室前及び 2号炉海水ポンプ室前における入力津波による津
波高さ To P。 キ2.6m、 3,4号 炉海水ポンプ室前における入力津波による津波
高さ T,P.+2.9mよ りも十分高く、波力、漂流物の影響を受けない位置である。

(2)仕様
津波監視カメラは、取水 口・放水 口側を監視できるものを各 1台設置 し、

暗視機能等を有 し、中央制御室から監視可能である。

潮位計は、上昇側及び下降側の津波高さを計測できるよう、1号炉海水ポ
ンプ室及び 2号炉海水ポンプ室に設置する潮位計で T,P.約 -9.9m～ T.P,約
+6.6m、 3, 4号炉海水ポンプ室に設置する潮位計で T,P,約 4.Om～T.P,約
+4.Omを 測定範囲とし、中央制御室から監視可能な設計としている。
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潮位計

潮位計

津波監視カメラ
潮位計

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

―
l

図 1 津波監視関係設備配置図

4.3 検討結果
津波検知後に防潮ゲー トを閉止する場合、防潮ゲー トにて閉止 されている

状態で循環水ポンプの運転を継続 した場合、同じ取水路を共有する海水ポン

プの取水性に影響が出るため、防潮ゲー ト閉止前の循環水ポンプの停止及び

原子炉 トリップ操作が必要である。したがつて、津波監視カメラ及び潮位計の

設置位置と仕様並びに、津波以外の場合に誤検知 した場合の影響 (「本目当数の

系統負荷を切 り離す必要があり、ライフラインヘの電力供給への支障が生じ

ること。」、「外部電源への影響から、燐接する他プラン トの一次冷却材ポンプ

などのポンプ回転数に影響の出る虞があり、一時的とはいえ原子炉冷却機能

に影響が生じる可能性があること。」)を踏まえ、定量的に潮位を把握可能な潮

位計の活用を検討する。

ただし、潮位計を活用した防潮ゲー ト閉止 トリガーの検討は、構内で津波を検

知し、その検知情報に基づき、防潮ゲー トを開止することから、「施設影響が生じ

る津波の見逃 し、津波以外の誤検知の観点で問題ないか」、また、「運転操作が時

間内に成立するか」を評価する必要がある。

したがって、津波シミュレーションによる隠岐 トラフ海底地すべりの波源特性

及び若狭湾の伝播特性に関するパラメータスタディと、構内潮位計による過去の

観測データから、これらを評価し、採否を判断することとした。
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5.津波検知の判断基準 (ト リガー)の設定
5。 1 背景
潮位計を活用 した防潮ゲー ト閉止 トリガーは、構内で津波を検知 し、その検

知情報に基づき、防潮ゲー トを閉止することから、「敷地高さ T,P+3.5mを超え

る、もしくは、1,2号炉海水ポンプの取水性に影響を与える T,P,3.21mを下
回る、もしくは、3,4号炉海水ポンプの取水性に影響を与える T.P,3.52mを
下回る (以下、「施設影響が生じる」という。)津波の見逃 し、津波以外の誤検
知の観点で問題ないか」に係る妥当性・網羅性を確認 した上で設定する必要が

ある。

基準津波評価において、基準津波 3及び基準津波 4のみが施設影響が生じる
波源であることが確認 されたことから、基準津波 3,4に係る津波波形の特徴
を確認 し、基準津波 3,4の津波波形に影響する波源特性である崩壊規模・破
壊伝播速度を変更すること、1波 目と2波 目以降の関係を確認することにより、
施設影響が生 じる津波を網羅的に検知できるかを確認 し、判断基準 (ト リガー )

を設定する。

2 検討内容 。結果
判断基準 (ト リガー)の網羅性・妥当性に関する検討フローを図 1に示す。

SteD 2

5

SteD l

施設影響が生 じるケースの津波波形の特徴の確認

(石窪言忍文ヽす象 エリアA!Es― G3、 エリアB:Es― K5、 エリアC:Es―T2)
i水位下降が先行する波となる。

ヽ 1波 目よりも2波目以降の水位変動が大きい。

前 1波 目の水位変動では施設影響は生じない。

W施設に影響するケースでは1渡 目の水位低下が07m以 上。

v施設に影響するケースでは1波 目の水位低下に要する時間が10分以内。

通常 (平常時、台風時)の潮位変動の確認
胡 通常 (潮汐、台風時)は07m/10分 の潮位変動はない。

SteD 3
津波検知の判断基準の仮設定

潮位計のうち、2台の観阿潮位が10分以内に0,7m以上下時 (または上昇)
し、その後、最低潮位から10分以内にO.7m以上上昇 (または下降)

SteD 4
判断基拳の網羅性の確認

施設影響が生じるケースを様々に想定した上で、いずれの場合も検知できる判断基準であることを確認。

②若狭湾の伝播特性に関するパラメータスタディ

振幅・同期を様々に変えた正弦波を用いて津波水位計算を実施し、1波目と2波目以降の関係を確認する。

SteD 5
津波検知の判断基準(トリガ…)の設定

Step4までに得られた結果と、「海底地すべりの波源特性」及び「若狭湾の伝播特性Jのパラスタ結果を全て踏まえ、「ノ的スタ波高の観点J、「,F線形I性の観点」、「増幅比率の観点」から再度
安釧 唄こ仮設定値を設定し、これらに対し、10分間の潮位のゆらぎの最大約010mを考慮した上で、さらに余裕を加味し、津浪検知の判断基準を以下のとおり設定

潮位計のうち、2台の観測潮位が 10分以内にO.5m双上下風毎 (または上昇)し、その後、最低潮位から10分以内にO.5m以上上昇 (または下降 )

図 1 判断基準 (ト リガー)の網羅性・妥当性に関する検討フロー

①海底地すべりの波源特性に関するパラメータスタディ

①‐1施設に影響する海底地すべりの抽出
位置・向き,規模の特性を踏まえて複数の海底地すべりを選定し、発生する津波によつて施設影響が生じるものを抽出する。

①‐3破壊伝播速度の′〔ラメータスタデイ
ン基本ケースでは破壊伝播速度を最大値で設定していることから、
破壊伝播速度を徐々に小さくしたパラメータスタディを実施する。

○…2崩壊規模の′〔ラメータスタデイ
ン基本ケースでは確認された地すべり跡に基〕′ヽて崩壊規模を設定してい
ることから、崩壊規模を徐々にJヽさくしたパラメータスタディを実施する。
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まず、基準津波3,4の計算結果から (1)施設影響が生じるケースの津波
波形の特徴を確認 し、構内潮位計の観測記録から (2)通常の潮位変動も確認
した上で、 (3)津波検矢日の トリガーを仮設定する。
次に、基準津波 3,4の波源を用いた津波シミュレーションによって施設影
響が生 じる津波の波形を様々に検討 し、それらの検知可否を整理することで、

(4)仮設定 した トリガーの網羅性を確認する
最後に、網羅性の確認結果を踏まえて安全側の設定となるようにトリガーを

再度仮設定し、さらに平常時の潮位のゆらぎを考慮して余裕を加味することで、

施設影響が生 じる津波に姑 して網羅的且つ妥当な設定値として (5)津波検知
の トリガーを設定する。

なお、本検討において施設影響の有無を確認する場合には、津波水位計算結

果に対 して潮位のばらつきと高潮の裕度を考慮 した。

上記の (1)～ (5)の具体的な検討内容と結果を以下に示す。

(1)施設影響が生 じるケースの津波波形の特徴の確認
施設影響が生じるケースである基準津波 3,4の時刻歴波形を確認 した結
果、主な特徴として、「1波 目より 2波 目以降のほうが水位変動が大きい」、
「1波 目の水位変動では施設影響は生 じない」、「1波 目の水位変動は 0。 7m以

上」、「1波 日の水位低下に要する時間は 10分以内」とい うことが確認され
た。 (図 2)
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●水位上昇側 :エリアB(Es― K5、 Kinematic)

時刻歴波形の特徴

●水位上昇側 :エリアC(Es―T2～ Kinemauc)

時刻歴波形の特徴
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(2)通常 (平常時、台風時)の潮位変動の確認
構内潮位計で観測された潮位データ (瞬時値データ)を確認 した結果、平
常時 (過去 3か月分)では 10分間の潮位変動は最大で 10cm程度であり、台
風時 (2018年台風 21号、2019年台風 19号)では 10分間の潮位変動は最大
で 30cm程度である。 (図 3)

また、構内潮位計で観測された過去 7年分の潮位データを確認 した結果、
作業起因のケースを除くと、2台の潮位計において 10分間に 0,7m以上の潮

位変動が生じたケースはなかった。 (表 1)

通常時の潮汐の変動 ■2019年 9月 瞬時値 (5秒 )(3′ 4号炉プラント稼動中)

2019.09,01 1日

…… 3海飛 膨 え 潮位 [m]

…… 4海た し た 潮位 [na]

-04

E

即
番

03iCO 06100 15100 21!OO

【2018年の合風21号の潮位データ(1分間平均値 )】 【2019年の合風 19号の潮位データ(瞬時値 5秒 )】
201894 1日 20191012 1日

ミ 05
0

-3u曲 ンフ室,01位 [m〕
―-4u湾′,す、ンフ室力it[m〕

ぷ S・棗

※ :3号海水ポシチゴ朝位言十1よ定検作業により隔離中

図 3 通常の潮位変動の確認 (上 :平常時、下 :台風時)
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表 1 0,7m以上の潮位変動の観測実績
●過去フ年間の

'朝

位変動を調査した結果、作業と判明しなかつた件数は以下のとおり。

()は潮位変動の全件数

潮位変化は、すべて作業によるものであつた。
作業による潮位変化のうち、2つの

'朝

位計が同時に10分以内に07m以上低下し、その後、最低潮位から10分以内に0,7m以上上昇する
ケースが最も少なかつた。

1

潮位変化は、作業によるものに加え、クラゲ襲来時の取水路への排水により、4号海水ポンチ奎潮位計のみ、影響を受けるケースがあった。
作業要因及び排水要因による潮位変化のうち、2つの

'朝

位計が同時に10分以内に07m以上上昇し、その後、最高潮位から10分以内に
0,7m以上下降するケースはなかつた。
潮位計 1台が10分以内に07m以上上昇し、その後、最高潮位から10分以内に07m以上下降に該当するものん`すl'水要因として52件
あつたが、潮位変化の特徴として、通常潮位から、一旦潮位上昇後、上昇前の潮位に戻る傾向であつた。

(3)津波検知の判断基準 (ト リガー)の仮設定
(1)において、1波 目よりも 2波 目以降の水位変動が大きく、1波 日で
は施設影響が生 じないことを確認 した。これを踏まえ、1波 目の水位変動に

よって津波を検知 して取水路防潮ゲー トを閉止することで、2波 目以降での

施設影響を防止する紺策とする。

津波検欠・日と判断する 1波 目の水位変動量は、 (1)及び (2)の確認結果
から、施設影響が生 じるケースを検知でき、且つ通常の潮位変動では生じな

い程度の変動として、10分間に 0。 7m以上の変動とする。なお、誤検知を防

止する観点から、津波検知 と判断するのは、潮位が 10分間に 0。 7m以上の上

昇・下降した後に、最高 。最低潮位から 10分間に 0,7m以上の下降・上昇が

確認 された場合とする。また、同様の観′煮で、津波検知 と判断するのは、2

台以上の潮位計が上記を観測 した場合とする。

以上より、次のとお り、津波検知の トリガーを仮設定する。

。潮位計のうち、2台の観測潮位が 10分以内に 0,7m以上下降し、その

後、最低潮位から 10分以内に O.7m以上上昇する。

または
。潮位計のうち、2台の観測潮位が 10分以内に O.7m以上上昇し、その

後、最高潮位から 10分以内に 0,7m以上下降する。

(4)判断基準 (ト リガー)の網羅性の確認
(3)で仮設定した トリガーが、施設影響が生 じる様々なケースに対 して
いずれの場合も検知できることを確認する。網羅性の確認においては、波源

特性の不確かさを考慮 した場合の施設影響が生 じる様々な津波波形の検討

として①海底地すべ りの波源特性に関するパラメータスタディを、1波 目よ

り 2波 目以降のほうが大きいことに関する津波の伝播特性の観点での検討

10分以内に0.7m以上下降し、その後、最低
潮位から10分以内に07m以上上昇判断基準 10分以内に07m以上下降

0件  (24イ牛)潮位計1台が変動 O士牛 (64件 )

0件 (6件 ) 0件 (2件 )潮位計2台が変動

10分以内に0.7m以上上昇し、その後、最高
潮位から10分以内に0.7m以上下降判断基準 10分以内に07m以上上昇

潮位計1台が変動 96件 (147イ牛) 52件  (74イ牛)

0件 (3件 ) O件潮位計2台が変動
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①海底地すべりの波源特性に関するパラメータスタデイ

隠岐トラフ海底地すべりのうち、生じる津波が施設に影響する海底地すべりを全て子由出し、それらのパラメータスタディを実方色することによって、生

じる津波波形の不確かさを踏まえても、施設に影響するケースを網羅的13検知できる判断基準となつていることを確認する。

①-1施設に影響する海底地すべりの抽出
位置・向き・規模の特性を踏まえて複数の海底地すべりを選定し、発生する津波によつて施設影響が生じるものを抽出する。

①‐2崩壊規模のパラメータスタデイ
>基本ケースでは確認された地すべり跡に基づいて崩壊規模を
設定していることから、崩壊規模を徐々に」ヽさくしたパラメータ
スタディを実施する。

>方伍設に影響するケースについて、設定した半」断基準で検矢日
できることを確認する。

①…3破壊伝播速度のパラメータスタデイ
>基本ケースでは破壊伝播速度を最大値で設定していること
から、破壊伝播速度を徐々に」ヽさくしたパラメータスタディを
実施する。

>施設に影響するケースについて、設定した判断基準で検知
できることを確言忍する。

として②若狭湾の伝播特性に関するパラメータスタディを、それぞれ実施す

る。 (図 4)

②若挟湾の伝播特性に関するパラメータスタデイ
振幅・周期を様々に変えた正弦波を用して津波水位計算を実施し、1波目と2波目以降の関係について以下を確認する。

・「1波目よりも2波目以降の水位変動が大きい」という津波波形の特徴が津波波形の一般的な傾向であることを確認する

。2波目以降の増幅の程度や影響する周期について、波源特性の′(ラメータスタディと異なる傾向湖説 かヽ確認する。

図 4 半∬断基準 (ト リガー)の網羅性確認の考え方

① 海底地すべりの波源特性に関するパラメータスタディ

基準津波の選定では、警報が発表されない場合の海底地すべりによる津

波のうち、各エリアの最大規模以外の地すべりによる津波も確認した結果

として、施設影響が生じる波源として基準津波 3(海底地すべリエリアB
Es一K5,Kinematicモ デル)と 基準津波4(海底地すべリエリアC Es T2,
Kinematicモ デル)が抽出されている。したがつて、施設影響が生じる基準

津波 3, 4の波源を用いて波源特性のパラメータスタディを行うことで、
津波波形の不確かさを考慮しても、施設に影響するケースを網羅的に検知

できるトリガーとなっていることを確認する。パラメータスタディを行う

波源特性としては、基準津波評価時には水位変動を最大とするために最大

値で設定していた崩壊規模及び破壊伝播速度とする。 (図 5)
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海底地すべりの波源特ll生

崩壊特性

位置。向きの特性

(38の海底地夢べり)
【静的】
崩壊の規模

(崩壊断面積 )

【動的】

崩壊の進展速度
(破虫要伝才番速度 )

基準津波評価

での設定

<目的>

最大規模の

津波波源の

選定。

エリア毎のチヤンピオンを選定

>隠岐トラフ海底地すべりを位置・向きに
よリエ1)アA～ Cに分類し、各エリアで最
大規模のものを選定。

最大値で設定

>複数回の斜面崩壊で形
成されたとされるものも含
め、一度に全て崩壊する
ものとして最大規模で評

但

最大値で設定

>Kinemaucモデルにおける
破壊伝播速度は最大値
で評価。 (Watts他の予
測式による海底地すべりの
速度の最大値)

施設に影響するケースを網
攣

ることを確認するために検討を充実化

<目的>

施設に影響
する津波波
源の網羅的

な確認。

図 5 「基準津波評価」と「判断基準の網羅性の検討」の差異

① -1 崩壊規模のパラメータスタディ
Kinematicモ デルによつて海底地すべりによる津波を計算する場合、基

準津波評価においては複数の斜面で形成されたとされるものも含め、一度

に全て崩壊するものとして崩壊規模を最大値で設定している。網羅性の確

認においては、地すべりによって発生する津波の波形の不確かさを確認す

る観点から、Kinematicモデルにおいて地すべりの進展が途中で止まる場

合を考慮し、基準津波 3, 4について崩壊規模を公々に小さくしたパラメ
ータスタディを実施した。 (図 6)

崩壊規模のパラメータスタディの結果、崩壊規模が小さくなるほど水位

変動が小さくなることが確認されたが (図 7)、 いずれの場合でも施設影響

が生じるケースは仮設定したトリガーで検知できることを確認した。(図 8、

図 9)
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海底地すべり
崩壊央見模のパラメータスタディ‐ ス

水樽 卜昇側 水位下降側

Es― K5(エリノフ3) 1000/o(基本ケース)′ 80。/o,70。/o′ 600/o′ 500/O′ 40。/O 100。′′o(基本ケース)′ 80%

Es―T2(エリアC) 100。/o(基本ケース)′ 80。/o′ 600/o′ 500/o′ 450/o′ 400/o

Kinemattcモ ァ
~,レ
lこよる海底地すべり言十算の概念図

③津遼鑢掘識す車

※時間刻みごとの水位変
化量は、地形変化量と

同一

図 6 崩壊規模のパラメータスタディ方法
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一

 崩瞬 =800/。

一
 醐 槙 =700/O

―――  崩壊規模 =600/O

―

 崩瞬 =500/O

―

 崩瞬 =400/O

基準津波定義位置 基拳津波定義位置基準滓波定義位置

Es―T2(エリアC)
一…… 崩壊規模=1000/O

崩壊規模 =800/O

一一一 崩壊規模 =600/O

―一一 崩壊規模 =500/。

一―― 崩壊規模=450/。

崩壊大見オ莫=400/O

0水位下降側 (Kinemaucモデル)
Es―KS(エリアB)

崩壊規模=1000/O
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図 7 崩壊規模のパラメータスタディ結果 (時刻歴波形 )

崩壊大見模をパラメータにした検討のイメージ
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0水位上昇側 (Kinemaucモ カレ、最高水位には潮位のばらつき+0.15m及び高翻裕度+0.49mを考慮)
(34号炉循環水ボンフ室
2号 炉海水ボンフ室

。,弓 1・'海水ボンブ室

o34号 炉海水ポンブ室

Es―KS(エリアB)

敷地高さ

P+35m P

Es‐T2(エリアC)崩壊規模4596

Es‐T2(エリアC)

⌒Ｅ

に
し

ｕ

＜

値
鵡

（Ｅ

征
し

卓
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値

暇

崩壊 規模 (%) 崩壊規 模 (%)

0水位下降側 (Kinemadcモ カレ、最1隊位には潮位のばらつき‐0.17mを考慮)◆ 判断基準 (0.7m/10分 )による検知可否 (施韓 碧あり:赤 検知可能:青 検知不能:緑 )
01号炉海水ボンブ室    .2号 炉海水ボンプ室    o34号 炉海水ポンブ室

Es― KS B

ご 26

蝉
<
単
]督

Es―T2(エ リア C)最 局水也には潮位の1おつき+015m及 び葛翔裕度 +049mを 考慮

:Es‐K5
．　

２。

崩壊 規模 (%)

●水位上昇 l剛 :Es‐ K5(エ リア B)崩 壊規模 4096
1号炉海水ポンプ室            氷位変動量18フ m

図 8 崩壊規模のパラメータスタディ結果 (施設影響の確認 )
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図 9 崩壊規模のパラメータスタディ結果 (ト リガーによる検知可否の確認 )
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① 2 破壊伝播速度のパラメータスタディ
Kinematicモ デルによつて海底地すべ りによる津波を計算する場合、基

準津波評価においては、破壊伝播速度として Watts他の予測式による海底
地すべ りの速度の最大値 Umaxを採用 している。網羅性の確認においては、
地すべ りによって発生する津波の波形の不確かさを確認する観点から、

Kinematicモ デルにおいて地すべ りの進展が比較的遅い場合を考慮 し、基

準津波 3, 4について破壊伝播速度を徐々に小さくしたパラメータスタデ
ィを実施 した。 (図 10)

崩壊規模のパラメータスタディの結果、破壊伝播速度が小さくなるほど

水位変動が小さくなり、周期は長 くなることが確認されたが (図 11)、 いず

れの場合でも施設影響が生じるケースは仮設定した トリガーで検知できる

ことを確認 した。 (図 12、 図 13)

なお、パラメータスタディ結果のうち、基準津波 3(上昇側)の破壊伝
播速度 0.5m/s～ 0.6m/sでは、1波 目の水位低下量の大小が破壊伝播速度の

大小 と整合 していない。この間での 1波 目の水位低下量は概ね同程度で
0.8m程度であるところ、取水路周辺の詳細地形の影響等で水位変動がやや

増減 しているもの と考えられるが、施設影響が生 じない破壊伝播速度

0,5m/sの ケースも含めていずれも水位低下量が 0,70m以 上であり、検知可

能であることを確認 している。

瀬
地すべり

硝蠅萌輸酪剰蔓 儘合直方向)のパラメータス,ディケース

水倫 卜昇側 水位下降側

Es― K5
(エリアB)

10m/s(基本ケース)、 08m/s、 07m/s、 0.6m/s、
055m/s、 05m/s、 04m/s 1.Om/S(基本ケース)、 0,8m/s、 07m/s、 06m/s、 05m/s、 04m/s

Es―T2
(エリアC)

0.5m/s(基本ケ ス)、 0.4m/s、 03m/s、 02m/s

(→考》既許可時の検討

基´ヽケース (エリアBの場a

発直万F。】
ゆ:ミ伝1母選震

Watts他 の予測式による
海底地うべ明 愛 Uの時間変化

(エリアBの場合 )

2074m/s

基準津波定義位置の津波波形

・エリアA三

エリアC 這
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鉛直方向破壊伝播速度を1 0mFsと 設定する。

図 10 破壊伝播速度のパラメータスタディ方法
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基準津波定義位置基準澤波定義位置

●水位上昇側 (Kinemaucモカレ)
Es‐K5(エリアB)

―― 破壊F討朗曖‐10m/s

破壊{二年S逐翌霊=03m/s

一
破壊F融 度=07m/s
破壊伝播速度=06m/s

破壊伝播速度=055m/s
―――破壊伝播速度=05m/s
――… 破壊Fム掲脱コ隻=04m/s

Es―T2(エリアC)

―
 f皮壊韓 =o sm/S

十 ~―  丁皮壊伝招範コ受=04m/s
――一 破壊伝鶴駆手 03m/s

―一―― 破壊伝h駆硬 =02m/s

●水位下降側 (Kinemaucモカレ)
Es‐ K5(エリアB)
一―一 破鏃 麟 破 =10m/s
―一― 破堀伝廟 霞 =08m/s
――― 破壊l仄子議破 =07m/s
――一ゃ一 看皮壌1仄睡 =06m/S
一―一― 丁皮壌l仄揺速度 =05m/s
一―一― τ演壊伝犠速度 =04m/s
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図 11 崩壊規模のパラメータスタディ結果 (時亥」歴波形 )

0水位上昇側 (Kinemaucモ カ♭、最高水位には潮位のばらつき+0.15m及び高潮裕度+0.49
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=ュ
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rも i ?

i,itt i
■f11「

=!

破 壊伝 播速 度 (m/s)

◆判断基準 による検 去田可 否 (施設影警あり :赤 検知可能 :膏 検知不能 :緑 )

●水位下隆側 (Kinemadcモ デル、最低水位には潮位のばらつき‐0.17mを考慮)
ラ1号 炉海水ホンプ室    .2号 炉海水ポンブ室    o34号 炉海水ホンプ室

:Es‐T2

Es― KS B

破 壊伝 播速 度 (m/s)

図 12 破壊伝播速度のパラメータスタディ結果 (施設影響の確認 )
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図 13 崩壊規模のパラメータスタディ結果 (ト リガーによる検知可否の確認 )

② 若狭湾の伝播特性に関するパラメータスタディ

仮設定した トリガーでは、「1波 目よりも 2波 日以降の水位変動が大きい」
という前提に基づき、 1波 目の水位変動を検知することとしている。海底
地すべ りによる津波の計算結果では、いずれのケースでも、基準津波定義

位置の時刻歴波形では 2波 目以降の水位変動が 1波 日と同程度以下なのに

対 して、取水 口前では 2波 目以降の水位変動の増幅が見られる。これは 1

波 目では波源からの直達波のみが到達するのに対 して、 2波 日以降では大
島半島等からの反射波との重畳が生 じているためと考えられる。 (図 14)

波源特性に関するパラメータスタディでは、パラメータの変動に応 じて

生成される振幅・周期が異なる様々な津波波形においていずれの場合も取

水 口位置で 2波 目以降が増幅することが確認 されてお り、 2波 日以降の増
幅は若狭湾の伝播特性に起囚する高浜発電所位置の津波波形の一般的な傾

向であると考えられる。

この傾向をより網羅的に確認 し、特に「波源のパラメータスタディ結果

とは異なるような特異的に大きな増幅傾向がないこと」及び 「1波 目の水
位低下が 10分を超えるような周期の長い波 (周期 40分以上)では大きな
増幅はしないこと」を確認するため、振幅 。周期を様々に変えた正弦波を

用いて津波水位計算を実施 し、1波 目と 2波 目以降の関係を確認 した。計
算条件を図 15に示す。この検討では 1波 目と 2波 目以降の振幅の比 (以
下、増幅比率とい う)を指標 として確認を行つた。
正弦波によるパラメータスタディの結果、増幅比率は入力波の周期が 10
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分～20分程度の場合で特に大きく、周期 40分以上では 1に近づくことを
確認 した。また、増幅比率は、入力波の振幅を変えてもほとんど変化 しな

い。 (図 16)

正弦波の検討による 2波 日以降の増幅の程度や影響する周期の傾向は、
波源特性のパラメータスタディ結果 と同じであり、0。 7m/10分では検知で
きないような特異な増幅傾向はなく、1波 目の水位低下が 10分を超えるよ

うな周期の長い波では増幅が小さいことを確認 した (図 17)。 なお、破壊伝

播速度のパラメータスタディにおける各ポンプ室での増幅比率の増幅率の

最大値は 3.7で あつたが、このケースでも設定した トリガーで検知できる
ことを確認 している。
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”
ф
力
∞
∞
「
抑
コ
・４。

（こ

準

終

ｉ

Ｏ

「

・２

一

・４

⌒こ

攀

雫

取水 口前

時 (nittl

“

閣

48分 増 韓 56分

図 14 海底地すべ リエ リアB(Kinematic)の計算結果
(津波波形、スナップショント)

,

ZあR岳 ]ンス「峰

へ ハ

彰 li V

! J n

、 il

「ヽ

第二編 -39



正弦波のパラメータ 設定 考え方

波  数 2波 海底地すべりlこよる津波の基準津波定義位置の波形及びスナップショットから、入力波として明
瞭な振幅が存在する波数として2波とする。

初動方向
・水位下降波先行
・水付 卜昇波先行

隠岐トラフで1よ地形的にほとんどの地)ぺりが発
‐
ザ斤とは逆方向に崩壊している記から水位下降

波先行と考えられるが、発電所方向に崩壊する一部の地夢ぺりではわずかlこ水怖 卜昇波が先行
する計算結果となることから、両パターンを設定する。

振  幅 0.3′WO.6m
・取水回位置での1波目の振幅が各周期でオ賜lao 7m程度となる振幅として0.3mとする。
・周期10分・15分・40分につしては、施設影響が大きくなる場合の確認として0.3～ 06mのパ
ラメータスタディをイ手う。

周  期 5～ 50分 海底地すべりによる津波の周期を踏まえ、5位50分とする。

入力波形の例

◆波数 2・水位下降波先行・周期 15分・振幅03m  ◆波数 2・水桁 卜昇波先行・同期 15分・振幅03m
正磁波の入力位置
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図 15 正弦波によるパラメータスタディの計算条件
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●破壊伝播速度と1波目の同期 (基準津波定義位置)の関係

Es― K5(エリアB) Es―T2(エリアC)
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破壊伝播週宣(m/S) 破壊伝播速度(rn/s)

●正弦波及び破壊伝播速度のパラメータスタディによる増幅比率

●

0正弦波(水位下降波先行)

聾正弦波(水位上昇波先行)

●破壊伝播速度のパラメータスタディ(Es‐ K5)

o破壊伝播速度のパラメータスタディ(Es‐T2)

鵡
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1 
※1,破壊伝播速度のパラメータスタディにおいては、反射波の影響の小さい基

準津波定義位置での1波目の周期を入力波周期相当とする。

正弦波と海底地すべ りによる津波の増幅比率の比較 (取水口前面 )
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海底地すべりによる津波及び正弦波のいずれの場合でも、 2波 目以降が

増幅し、その増幅比率は周期によって異なる傾向が見られたことを踏まえ、
取水口位置での 2波 日以降の波形に対する大島半島からの反射波の影響に
ついて、波の重畳及び波の励起の観′点で確認を行つた。

図 18に海底地すべりによる津波 (Es一K5, Kinematicモ デル)及び正弦
波 (入力波周期 15分)の計算における若狭湾内のスナップショットと取水
口位置の時刻歴波形を示す。それぞれの津波の伝播状況から、波源からの

1波 目及び 2波 目は南向きに進行すること、大島半島からの反射波は西向
きに進行すること、敢水口位置では大島半島からの 1波 目の反射波と波源
からの 2波 目が重畳すること、大島半島で反射した波が取水口に到達する
までの時間は 10～ 12分程度と考えられること、が確認された。
これを踏まえ、図 19の ように取水口位置までの津波の伝播経路を①～③
に分類した上で、波が重畳する条件を検討した。

伝播経路①と伝播経路②が同じように津波を伝播させると仮定すると、

伝播経路③の進行に要する伝播時間と津波の周期が一致する場合において、
伝播経路②及び伝播経路③を通じて到達する 1波 目のピークと伝播経路①
を通じて到達する2波 目のピークが取水日前で重畳する。伝播経路③の進
行に要する伝播時間は、スナップショント及び時刻歴波形の確認結果から
10～ 12分程度と考えられる。これは伝播距離及び波速に基づく次式の試算
とも概ね一致する。

伝播時間 =伝播距離 L/波速 c
=L/√♂乃
= 9500/√ (9,8× 20 οT 30)
≒ 554～678[sec]⇒ 9.2～ H.3[min]

したがつて、周期 10～ 15分程度の波において他の周期よりも 2波 日以
降の増幅比率が高くなる傾向は、大島半島から 10～ 12分程度で取水日前に

到達する反射波との重畳が影響 していると考えられる。一方、周期が 10～

15分よりも大幅に長い場合に増幅比率が低くなるのは、伝播経路①を通じ
て 2波 目のピークが到達する前に大島半島からの反射波が到達してしまう
ことで、ピークどうしの重畳が生じないためと考えられる。
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図 19 取水口位置までの津波の伝播経路

また、高浜湾における固有振動 (セイシュ)によつて大島半島からの反
射波の振幅が励起される可能性についても検討を行つた。

図 19において、伝播経路③を西進 した 1波 目の反射波が取水口位置で

反射する際に、波の周期が高浜湾の固有周期と一致する場合において、波

の固有振動 (セイシュ)によつて振幅が励起される。両端が岸 (腹 )と な
るセイシュが発生する固有周期 Tnは、伝播距離 Lと 水深 hから、Tn=2L
/蜘τんの式で求められる。高浜湾の伝播経路③の場合、L=9500m、 h=20～
30mとすると、1次固有周期が 18～ 23分程度、2次固有周期が 9～ 11分程
度となる。

図 17(1)の再掲になるが、図 20に正弦波と海底地すべ りによる津波の取

水 口位置の増幅比率と周期の関係を示す。

正弦波による検討結果では、特に周期 10分 と周期 20分において他の周

期よりも増幅比率が大きい。これらは伝播経路③の 1次・2次の固有周期
に近い波である。

一方、海底地すべ りによる津波では、周期 20分程度のケースで高い増幅
比率となっている傾向がみられる。ただし、Es一K5(破壊伝播速度 0.6m/s)

と Es T2(破壊伝播速度 0.3m/s)は ともに、1波 目の周期が 20分程度であ

るが、Es T2では増幅比率が 1.5程度と比較的小さい。図 20では、基準津

波定義位置の時亥」歴波形での 1波 目のみかけの周期を海底地すべ りによる

津波の入力波周期としているため、沖合から入射される波の周期を正確に

捉えられていない可能性がある。このため、正弦波の入力位置と同じ位置

の時刻歴波形を用いて FFT解析を実施 した (図 21)。 その結果、Es K5は周

期 18分程度が卓越する波、Es T2は周期 26分程度が卓越する波であった。
したがつて、実際に含まれている波が湾の固有周期に近い Es一K5では増幅
比率が大きく、湾の固有周期とは異なる周期の Es―T2では増幅比率が小さ
い結果となっている。

よつて、取水口位置における 2波 目以降の増幅には、大島半島から反射
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して到達する波の振幅がセイシュによつて励起されることが影響 している

可能性がある。

以上の検討結果から、取水口位置での 2波 日以降の振幅の増幅には、大

島半島からの反射波と波源からの 1波 目の重畳、及び、高浜湾の固有振動
による大島半島からの反射波の励起、が影響 している可能性がある。ただ

し、いずれの場合も 2波 目以降が増幅しやすい周期は 10～ 20分程度であ
るため、これよりも周期が大幅に長い波の場合には 2波 目以降の増幅は生
じにくいと考えられる。

戦
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●正弦波(水位上昇波先行)
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図 20 増幅比率と周期の関係

100
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図 21 正弦波入力位置の波形 (Es―K5,Es T2)の FFT解析結果
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(5)津波検知の判断基準 (ト リガー)の設定
(4)における基準津波 3及び基準津波 4の波源である隠岐 トラフ海底地
すべ りの波源特性及び若狭湾の伝播特性のパラメータスタディの結果を踏

まえ、「パラメータスタディ波高の観点」、「)F線形性の観点」及び 「増幅比

率の観′煮」から、閉止判断基準の仮設定値を再設定する。
「パラメータスタディ波高の観点」での仮設定値は、隠岐 トラフ海底地す
べ りの崩壊規模又は破壊伝播速度のパラメータスタディを実施 し、施設に影

響を与える津波を見逃さない条件を確認 した上で、施設影響が生じないケー

スも含め、T,P.+3.5mの 敷地に最近接するケースにおける、第 1波の水位変

動量とする。
「非線形性の観′煮」での仮設定値は、隠岐 トラフ海底地すべ りの破壊伝播

速度 と第 1波の水位変動量の関係が線形ではない場合があることを考慮 し、
全体的な傾向を踏まえ、保守的な破壊伝播速度のケースにおける第 1波の水

位変重力量とする。
「増幅比率の観点」での仮設定値は、隠岐 トラフ海底地すべ りの崩壊規模

若 しくは破壊伝播速度のパラメータスタディ又は振幅若 しくは周期を変え

た正弦波によるパラメータスタディから得られた第 1波 と第 2波以降の水
位増幅比率の最大値を用いて、施設影響が生じる To P。 +3.5mを第 2波以降の

水位変動量と仮定し、逆算 した第 1波の水位変動量とする。
「パラメータスタディ波高の観点」、「非線形性の観点」及び「増幅比率の

観点」で設定した仮設定値に対 して、不確かさとして潮位のゆらぎを考慮の

上、工学的余裕を考慮 し、閉止判断基準を設定する。なお、閉止判断基準の

設計方針は、設置許可添付人へ記載する。また、閉止判断基準の設定方針は、

設工認の基本設計方針にも記載 し、詳細の確認を経て閉止判断基準として確

定する。

「パラメータスタディ波高の観点」、「非線形性の観点」及び「増幅比率の

観′煮」で設定した仮設定値を表 2に示す。
「パラメータスタディ波高の観点」では、To P.+3.5mの 敷地に最近接する

ケースの 1波 目の水位変動が 0.69mであることを確認 した。「)F線形性の観
点」では、基準津波 3で破壊伝播速度 0.5m/s～ 0.6m/sのケースよりも水位
変動が小さい破壊伝播速度 0.40m/sのケースの 1波 目の水位変動が 0.67mで

あることを確認 した (図 22)。 「増幅比率の観ッ煮」では、最大の増幅比率 3.7

を考慮した場合に施設影響が生じる 1波 目の最低値が 0.64mであることを
確認 した。これら3つの観点での 1波 目の水位変動の値を トリガーとして再

度仮設定する。

さらに、平常時に生じ得る 10分間の潮位のゆらぎを、潮位観測データか

ら 10分間の変動の中央値十標準偏差として算出される 0.04mを 踏まえて、

保守的に 0.10mと する。 (図 23、 24)

仮設定値の O.69m,0,67m,0.64mに 潮位のゆらぎ 0.10mを考慮 した場合、
0.59m,0.57m,0.54mと なることから、さらに余答を加味して トリガーを以
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下のとお り設定する。

・ 潮位計のうち、2台の観測潮位が 10分以内に 0.5m以上下降し、そ
の後、最低潮位から 10分以内に O.5m以上上昇する。
または
。潮位計のうち、2台の観測潮位が 10分以内に O.5m以上上昇 し、そ
の後、最高潮位から 10分以内に 0.5m以上下降する。

以上の検討により、津波検知の トリガーについては、(1)～ (4)で施設
影響が生 じるケースを網羅的に検矢日できることを確認 しているとともに、

(5)において トリガーをさらに安全側に仮設定した上で、不確かさとして
潮位のゆらぎや余裕を適切に考慮 した設定値としてお り、津波防護に用いる

トリガーとして妥当な設定となつている。

●水位上昇側 :Es―K5(Kinemaucモカレ、最高水位には潮位のばらつき+0,15m及び高潮裕度+O.49mを考慮)

0.70m/10分 による検 知 可 否 (施設影響あり:赤 検矢ll可能 :膏 形測 不能 :翻

破壊伝幡速度と最高水位 破壊伝播速度と1波目の水位低下量
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平常時における短時間の潮位のゆらぎの考え方を以下に示す。

・基準津波評価にて考慮する「朔望平均潮位」及び入力津波評価にて考慮する「潮位のぼらつき」は、それ詢 過去

の潮位データから平均値、標準偏差として算出。

。これに倣い、過去6ケ月分の夏季/冬季の潮位データ観測から、統計的なばらつきを考慮した波高は下表の結果か
ら0.04mと見積もられる。

。これを踏まえつつ、10分間の潮位のゆらぎlEついては、より保守的に、過去観測のデータの3σの値よりも大きい
0.10mを適用。

_      069m/0
0.012        0012

0013         0015

0025         0027
●夏期における10分間の潮位のゆらき(m)

0008         0017

0010         0019

0018         0036
●冬期における10分間の潮位のゆらぎ(m)

●夏期と冬期の6ケ月データによる10分間の潮位のゆらま m)

0012

0014

0026

O SOm

045m

計装誤差
(005m)

判断基準の仮設定値

平常時の潮位のゆらぎ(010m)

余詣S(009m/o07m/004m注 2)
判断基準値

設定値
セット値

計装誤差
(005m)

注2:イ反設定値①/仮設定値②/仮設定値◎場合を示す‐
0012

0,014

0026

‐ 煎 煎 車
0010

0011

0021

0015

0017

0032

0.012

0014

0026

『
］
¨
『
中
］
中 |ここ

●10分間の潮位のゆらぎの(おつき (過去データ6ケ月分 )

図 23構内潮位計の平常時における 10分間の潮位のゆらぎ

(参考 )通常時のう朝位のゆらぎめ具体的な算定について

平常時における短時間の潮位のゆらぎの具体的な算定方法を以下に示す。

。10分前の瞬間潮位値と現在時刻の潮位イ直の差を取る。 ll'」 :2019/9/10時 10分 05秒と2019/9/10時 20
分05秒の差を取り、10分差を-0.008mと算定する。)

・変動差のぼらつきを見るため上記差の絶対イ直を算定する。

・夏期、冬期、全体の期間における10分間潮位のばらつきの絶対値を統計的に処理し、中央値と標準偏差を真出す
る。潮位のゆらぎよ中央イ直と標準偏差の和とする。

。これを踏まえつつ、10分間の潮位のゆらぎについては、より保守的に、過去観測のデータの3σと中央値の不日よりも大き
い0.10mを適用する。

潮位                                  0観 測データを用いた10分差及び絶対値の例

10分間

010分間の沖月位の″♪らぎのイメージ 時間

５７．８３
噸
Ш
００２６

1512228

0014

0026

3084060

0012

0014

0026

●夏期と冬期の6ケ月データによる10分間の潮位のゆらぎ(m)

E期 冬期
全体

図 24平常時における潮位の具体的な算定方法について
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表 2 仮設定ごとの特性に応 じた不確かさを考慮 した トリガー設定

設定結果

0.69-0.10
=0.59

0.67-0.10
=0.57

0.64-0.10

=0.54

不確かきの考慮

(■0分間の潮位のゆらぎう

0.10

・基準津波評価にて考慮する「朔望

平均潮位」及び入力津波評価 (こで

考慮する「潮位のいらつき」は、それ

詢 過去の潮位データから平均値、

標準偏差として算出。

。これに倣い、夏季/冬季の潮位
データ観測から、続言十的なばらつきを

考慮した波高 (ま0.04mと見積もら
れる。

。これを踏まえつつ、■0分間の潮位
のゆら剖こついては、より保守的に、

過去観測の最大約0.10mを適用。

パラスタから得られた
仮設定値

0,69

パラスタから施設影響が生じるケースは、第1波の水位変動量 10分以
内0,70mで検欠□できることを確認。
さらに、施設影響が生じないケースも含め、安全側にT.P.+3.5mに最
近接するケース (海底地すべリエリアCの Es―T2の崩壊規模400/0、 最
高水位T.PJ+3.48m)に おける、第1波の水位変動量として設定。

0.6フ

海底地すべリエリアBの Es― K5の破壊伝播速度のパラスタから、
①第 1波の水位変動量の非線形性が見られる区間は、0.50m/s～
0.60m/sの間であること。
②O.4～ 1.Om/sを通し全体的な傾向は線形傾向があること。
から、区間①を下回る、破壊伝播速度0.40m/s(最高水位
T,P.+2.52m)の第1波を、非線形性の観点での最低値に設定。

0.64

崩壊規模および破壊伝播速度のパラスタから得られた第2波以降/第 1
波の最大の増幅比率(3.7倍うを、施設影響が生じるTaP.+3.5mか
ら逆葺したものを第一波の波高として仮定し、設定

数値(m)

考え方

数値(m)

考え方

数値(m)

考え方

仮設定①

パラスタ波高
の鶴

仮設定②

非線形性の

観点

仮設定③

増幅比率の

鯨
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5,3 判断基準 (ト リガー)の網羅性・妥当性の確認及び入力津波設定に関す
る位置付けについて

今回の変更に伴い、設置許可では、基本設計の条件下で判断基準 (ト リガー )

を設定し、その判断基準に基づく取水路防潮ゲー ト閉止を考慮 した上で、施設

に最も影響が大きい波形を入力津波に設定 した。合わせて、見落としなく判断

基準 (ト リガー)を設定するため、 5。 2(5)の とおり、複数の荏兄点から選
定した複数の波形を包含 した仮設定値を決め、これに保守性をもつて判断基準

(ト リガー)を設定する設計方針の妥当性を確認 した。
設工認では、この設計方針において仮設定に用いた波形に対 し、詳細設計条

件下でも網羅性・妥当性に影響がないことを確認 し、これを判断基準 (ト リガ

ー)を設定するための入力津波とする。
上記の位置付けは、工認審査ガイ ドにおいて「設置許可に係る安全審査時に

おいて基本設計の妥当性を確認 しているが、工事計画認可に係る審査において

も、安全上重要な設備 (機器・系統)の配置等に係る詳細設計の条件下での妥
当`l生を確認」との記載 とも整合 しているものと考える (図 25)。

今回の変更における判断基準 (ト リガー)の網羅性 。妥当性の確認及び入力
津波設定の位置付けの詳細を以下に示す。

(1)判断基準 (ト リガー)の網羅性・妥当性の確認について
設置許可においては、閉止運用に係る施設 (潮位計他)の基本設計の条件下
で、判断基準 (ト リガー)を設定する。
工事計画認可においては、基本設計との整合性について確認が必要であるこ

とから、詳細設計の条件下で、閉止運用に係る施設の位置・仕様等を反映した

上で、判断基準 (ト リガー)の網羅性 。妥当性について確認を行 う。

(2)入力津波設定について
設置許可においては、施設に最も影響が大きい波形を入力津波として設定す

る必要がある。このため、基本設計の条件下での判断基準 (ト リガー)を踏ま
えた取水路防潮ゲー トの閉上を考慮 し、施設に最も影響が大きい波形を入力津

波として設定する。なお、施設に最も影響が大きい波形以外に、判断基準 (ト

リガー)の妥当性を確認するための波形を入力津波として設定する方針を記載

する。

工事計画認可においては、詳細設計の条件下で、判断基準 (ト リガー)の網
羅性・妥当性を確認 し、判断基準 (ト リガー)を確定する。判断基準 (ト リガ
ー)の確定に伴い、設置許可で設定 した、施設に最も影響が大きい入力津波の

妥当性を確認する。加えて、判断基準 (ト リガー)の網羅性・妥当性の検討プ
ロセスにおける、「パラメータスタディ波高の観点」、「)F線形性の観点」及び
「増幅比率の観′煮」で設定した仮設定値のうち、隠岐 トラフ海底地すべ りを波

源とするケースを基に、判断基準 (ト リガー)の妥当性を確認するための波形
を入力津波として設定する。

上記の位置付けを踏まえた、設置許可及び設工認における記載方針を図 26

に示す。
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【実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の 解釈 】u記 3】

第 5条 (津波による損傷の防止)
五 津波防護施設及d曼水防止設備については、入力津波 (施設の津波に対する設計を行うために、津波の伝播特‖生及び浸水経路等を考慮し
て、それれ の施設に対して設定するものをしう。以下同じ。)に対して津波防護機能及01曼水防止機能が保持できること。また、滓波監視設備
については、入力津波に対して津波監ネ見半幾能力螺持できること。そのため、以下の方針によること。

②入力津波1こついては、基準津波の波源からの数値計算により、各施設・設備等の設置位置において算定される時刻歴波形とすること。数値計

算に当たつては、敷地形状、敷地沿岸域の海底地形、津波の敷地への侵入角度、河川の有無、陸上の遡上・伝播の効果及び伝播経路上の

人工構造物等を考慮すること。また、津波による港湾内の局所的な海面の固有振動の励起を適切に評価し考慮すること。

【基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド】
Ⅱ 耐津波設計方針
2,2安全審査範囲及び事項
設置許可に係る安全審査においては、基本設計段階における審査として、主に、基本事項、津波防護方針の妥当性について確認する。施設・

設備の設言十1こついては、方針、考え方を確認し、その詳細を後段規制 (工事計画認可)において確認することとする。 (中略)それ前 の答
査事項ごとの審査内容は以下のとおりである。

(1)基本事項
設計対象である津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備の位置における津波の時刻歴波形のうち、施設、設備に最も影響が大きい
ものを当該施設、設備の入力津波として設定していることを確認する。

【耐津波設計に係る工認審査ガイド】
当該ガイドの表‐1にて、入力津波ついては、以下を要求
「設置許可に係る安全書査時において基本設計の妥当性を確認してし1るが、工事計画認可に係る審査においても、安全上重要な設備 (機器・

系統)の配置等に係る詳細設計の条件下での妥当性を確認」

図 25基準規則解釈・審査ガイ ドの記載 (抜粋 )

設置許可_添付書類 八 (耐津波設計方針) 設置許可_添付書類六 (基準津波)

設工認_鼻本設計方針

日
Hロ

ロ

津波警報を伴わない海底地,べり津波を基準津波として選定

(防潮グート開状態における最高・最低水位の滓波 :基準津波 3′ 4)

防潮ゲート閉止トリガとの設計(方針、方法含む)
『05m以上 10分以内の上下変動』

防潮ゲート閉止トリガーの設計(方針、方法含む)
『05m以上 10分以内の上下変動』

基準津波3′4(崩 1表メ見オ莫・石皮壊伝播速度最大)の
パラスタ、および波形を用いた仮設定

・崩壊規模

パラメータスタディ

→朝位のゆらぎ

破壊伝播速度
ノヾラメータスタァィ

敷地遡上と海水ポシ〕耳又フ」く性への影響を防止するよう
ト

基準滓波3′ 4の波源からトリガーを設定するための
入力津波イ乍万党に係る方針、方法

基準津波 1～ 4の波源から
入力津波の設定

基準滓波3′ 4の波源からトリガー

を設定するための入力津波作成に
係る方針、方法

・ トリガーの妥当性、網羅性
。 トリカとを設定するための入力津波作成

施設の基本設計

(淳波防護施設(防潮ゲート、潮位計等 )、 浸水防止設偏、津波監視設偏 )
施設の詳細言錦十

(津波防護施設(防潮ゲート、潮位計等)、 浸水防止設備、津波監視設備)

設工認_添付資料

ヒ
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6.運用成立性の確認
6.1 運用時間の成立性確認
6.1.1 背景
5章の検討結果より、津波検知の トリガーは、「潮位計のうち、2台の観測
潮位が 10分以内に O.5m以上下降し、その後、最低潮位から 10分以内に 0.5m

以上上昇」又は「潮位計のうち、2台の観測潮位が 10分以内に O.5m以上上昇
し、その後、最高潮位から 10分以内に 0.5m以上下降」(以下、「通常の潮汐と
は異なる潮位変動」という。)した場合 とすることで、網羅的に施設影響が生
じる津波を検知できることを確認 した。

本章においては、3章及び 4章で防潮ゲー ト姑策採用の前提条件とした「運
転操作が時間内に成立するか」を上記 トリガーとした場合に確認する。

1号炉～4号炉の 4プラン ト運転時において、取水路防潮ゲー トは両系列 (4
門)を常時開としてお り、通常の潮汐とは異なる潮位変動を把握 した場合、循
環水ポンプ停止及びユニットトリップ操作が完了した後、中央制御室からの遠

隔操作により、全門を閉止する運用としていることから、これらの一連の対応

に係る運転操作等の成立性を確認する。

6.1,2 検討条件
通常の潮汐 とは異なる潮位変動が観測された場合の取水路防潮ゲー ト閉止

の流れを図 1に示す。
循環水ポンプ停止とユニットトリップ操作については、既許可の運用と同様

であることから、通常の潮汐とは異なる潮位変動が観測され判断基準に到達す

るまでの対応の成立性及び取水路防潮ゲー ト閉止時間に係る評価を行った。

第二編-52



経過時間 (分 )

Ｉ
　
う
と

Ｉ

Ｉ
　
刀
守

―

Ｉ
　
Ａ
∪

Ｉ

潮位変動が半J断基準

に至J達

循環水ポンプイ亭止

ユニットトリッヴ浜作
H

取水路防潮ゲート閉止

(遠隔操作 ) 管
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図 1(1/3)通常の潮汐と異なる潮位変動が観測された場合の
取水路防潮ゲー ト閉上の流れ
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図 1(2/3)通常の潮汐と異なる潮位変動が観測された場合の
取水路防潮ゲー ト閉止の流れ
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送受信
正Jト

選受信
ユニユメト

麟

←豊暫整選看ぅ

鞭 壁面
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+舟与伊賢卸

監魂体靭
4省 1し ,博示

糊断婦示

募載

醐 ‖靭鵡召
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生舶蝦

(潮位計によるゲー ト閉止運用に関連する設備 )

図 1(3/3)通常の潮汐と異なる潮位変動が観測された場合の
取水路防潮ゲー ト閉上の流れ
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6.1.3 検討結果
(1)潮位計による通常の潮汐とは異なる潮位変動の観測について
津波警報が発表されない可能性のある海底地すべ り津波に封 しては、潮

位計において通常の潮汐と異なる潮位変動が観測された場合、中央制御室

からの遠隔操作により、潮位変動観測後 6分で取水路防潮ゲー トを閉止す
る。

ここでは、通常の潮汐と異なる潮位変動が観測され、判断基準に到達す

るまでの対応について説明する。

a。 検討対象とする津波の選定

通常の潮汐と異なる潮位変動として、潮位計のうち 2台の観測潮位が 10

分以内に 0。 5m以上下降し、その後、最低潮位から 10分以内に 0.5m以上

上昇 した場合、又は 10分以内に O.5m以上上昇 し、その後、最高潮位から
10分に内に 0.5m以上下降することを判断基準としている。

検討対象 とする津波は最も津波襲来の判断基準到達が早 く運用上の対

応が厳 しくなる基準津波 3の 3、 4号炉海水ポンプ室前の津波を選定する。
選定 した津波は下表のとお り。

表 1潮位変動開始から判断基準に到達するまでの所要時間

b.判断基準に到達するまでの対応
a。 で選定 した津波襲来時の警報発信から判断基準に到達するまでの封

応について説明する。まず、潮位計において、2台の観測潮位が 0.5m以上

下降、又は上昇 した時点で中央制御室に警報が発信する。この時点で、運

転員は潮位の継続的な重点監視を行 うとともに、2台の観測潮位が最低潮

位から 0.5m上昇 した時点、又は最高潮位から 0.5m下降した時点で防潮ゲ
ー ト閉止等の操作を行 うことを当直課長が運転員へ指示する。

潮位計における警報発信から防潮ゲー ト閉上の判断基準到達までに最短

でも約 5分の射応時間を有 している。
潮位変動の観測および判断基準の確認について、上記の対応時間より運

転員は十分姑応できることを確認 している。

潮位変動開始から判断基準に到達するまでの対応イメージを図 2に、運

転員タイムチャー ト (1～ 4号炉)を図 3に示す。

1号炉海水ノTヽシ廷 副 2号炉海水′1ヽシ
'ア

憂嗣 3′ 4号炉海水ボン疼 前

下げ側
最初の0.5m※

2.55分

(43.35分 ‐45.90分〕

250分
(43.55分～46.05分〕

1,95分

(44.25分 ～46.20分 )

鉢
6.00分

(43.35/ァ)-49.35ケ)Ⅲ
6.10分

(43.55分 ～49.65分 )

630分
(44.25分 ～50.55分 )

上げ側 最初のO.5m 1.00分

(49.35分 ～50,35分 )

0,30分

(49,65ケ)-50.45/ノ )〕

0.75分

(50.55分 ～51,30分 )
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津
波
高
さ 0.5m

③約2分 ②約4分    ③約 1分
④約5分

時間

図 2潮位変動開始から判断基準に到達するまでの対応イメージ
(高浜 3, 4号炉海水ポンプ室前 )

一
①

←→ ②
←→ ③
■ ●④

0.5m下降するまでの最短時間
①から最低潮位に至るまでの時間
②から0.5m上昇するまでの最短時間
運転員の判断猶予時間
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【各号炉中央制御室内における運転員の動線】

3号海水ポシ尭ど  1号海水ポシ尭営 2号か を  4号海水ポシた
離 十          瀧 十          離 十         船

一隣 働

津渡筆視

防力月ゲート
缶ll往]盤

(電磁式 )

L
②

⑤

ロ

2号炉中央解l御盤

く

ロ

1号炉中宍需l御盤

④

ゝ

中        I■■口田■■い‐ ―ゴfu
(設置予定筒所 )

‐
や … … …  ③

‐

~l↑
買

日
′

~~…

埒
⑥お

熊
④③≪_↓ 1… ………

経過時間

iO(分〕

防翔げ―卜  防潮げ―ト
F′コ止燥作   口止完T
▽  |  ▽ |

a
②

a

拶動、確認、

窮
!

,
確認 | プラント停止導椰 |

熾 1
蘭跡下ンプ停止 | | :
!="ブラント等筆止指ふ 協

1亀

オ
|とi通デ“

1麟工痒敷 撥襲,■十却峰

]

]

皇
4
]

鵡 tン

士:

I

I自 鸞―|
拶

手動原子炉Wップ移動、確認 ■ン呻■Ⅲ I

聾
1懃
▼il′差炉ブラント等停止坤鵡ネ や

皇

,1
:

」.
:

:

糀 議

↑ と、J Bl極轟 極勢工 _

▼!

ti
E

↓
: 、

i a
l

A
,

I

2
,

1

確 認 カント筆よ「単II霞

!

L ユ骨湾氷択シブ室

11ユ

４
〓

３
≡

運転員

運転員
C

運転員

運転員

当直
課長

当直
議

運転員

運転員

運転員

1

，
２

号

炉

中

央

制

御

室

４

号

炉

中

央

制

御

室

図 3 運転員タイムチャー ト (1～ 4号炉 )
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c.潮位変化率の算出方法
潮位計については図 4の通 りのシステム構成をしてお り、潮位計のサン
プリング周期は約 3sである。潮位計の信号については演算器において計
測時点 (図 5の 「 t」 )の値 と 5分前の値 (「 t-5」 )を比較 し、潮位の変化
率を監視モニタに表示する。なお、初動の上げ又は下げ潮位の変化率が

0。 50mに達した時 J煮で警報発信する。また、警報発信 した時点で潮位変動
は運転員が監視モニタで集中監視 してお り、津波襲来の検知が大幅に遅れ

ることはない。

潮位計   電源箱   演算装置 監視モニタ

4r、ジ20mA デジタル
通信

デジタル
通信

単体誤差 :と22mm(潮位計)、 と9mm(電 源箱 )

ルーブ誤差 :7(222+92)=± 23.8mm≒ 圭24mm
潮位変化率の計装誤差 :± 24mm X2測定点 =±48mm≒ 圭50mm

図4 潮位計のシステム構成図及び計装誤差の考え方

Xm

t-5     t         時間(min)
●潮位変化率の算出方法

図 5 潮位変化率の算出方法

d.計測誤差の影響
潮位計のループ誤差は図 4の とお り最大で±約 5cmであり、計装誤差に
よる検矢日の遅れ時間は最大約 30秒であるが、図 2の とお り、津波襲来の

判断基準に到達するまでに、最短でも約 5分の対応時間を有 してお り、こ

れに比べ時間遅れは十分に小さいことから計測誤差による影響はない。

.潮位の判断基準の考え方
過去の潮位データを確認 した結果、平常時において 10分間で最大約

0。 10mの潮位変動があつた。

津
波
高
さ

5nll子 lS

e
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したがつて、津波検知の判断基準値 として設定 した各仮設定値に、平常

時における 10分間の潮位のゆらぎ最大約 0。 10mを考慮した上で、さらに

余裕を加味した O.50mを津波検知の判断基準値 として設定する。

判断基準値に対 しては、計装誤差 (0,05m)を 考慮 し、実機のセット値は

0。 45mと する。なお、警報発信値についても、計装誤差 (0.05m)を考慮 し、

実機のセット値は 0.45mと する。
上記を踏まえた、潮位計の判断基準値の概念図を図 6に示す。

ia.69睛 FB偲 7rn/O.64鵬 干 判盤汗基準嫌 設定値

平常持
『
〕漁]位醐 試 B_10m〕

8_59田 /ひ .57「 vみメa_s4mと ―
蒜薄与〔8_aem/8B7隠メ0.04m=ユ

0日50m
計叢誤差
(a_□ 5m〕

判断基準値

設定値
B,45m _ セッl壇

計曇誤差
〔0_a5m〕

図 6 潮位計の判断基準値の概念図

f.潮位計故障時の表示方法
各敷地内潮位計の故障時の表示方法については以下の通 り。

1号炉海水ポンプ室前
2号炉海水ポンプ室前
3, 4号炉海水ポンプ室前

レンジの下限値以下に振 り切 り

レンジの下限値以下に振 り切 り

レンジの下限値以下に振 り切 り
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(2)取水路防潮ゲー トの閉止時間について
図 1に示すとお り、潮位変動が判断基準に到達 し、循ガ呆―水ポンプ停止及

びユニントトリップ操作完了後、取水路防潮ゲー トを 1分で閉止する運用

としている。1号炉～4号炉の 4プラン ト運転時における取水路防潮ゲー

トの状況を図 7及び図 8に示す。取水路防潮ゲー トは防潮壁、ゲー ト扉体、
ゲー ト落下機構等で構成されており、ゲー ト扉体はラック棒によリゲー ト

落下機構に固定されている。

ゲー ト扉体の落下距離は 6mであるが、短尺ラック棒の場合、ゲー ト落
下機構を通過する区間 (以下「区間①」という。)は lmである。区間①に
おいては、ゲート扉体はゲート落下機構に落下速度を制限された状態で落

下し、その後の 5m区間 (以下「区間②」という。)については自由落下と
なる。区間①及び区間②の落下時間を以下に示す。

a.区間①の落下時間
区間①は、ランク棒がゲート落下機構を通過する区間であり、ゲート扉

体は落下速度を制限された状態で落下する。ランク棒がゲー ト落下機構を

通過する速度については、大津波警報が発表された場合の検討において、

閉止速度 3m/分であることを検査等により確認していることから、前半 lm

区間の落下時間は、lmの ラック棒がゲー ト落下機構を通過する時間である

20秒 (3mを 1分で落下するため、lmの落下時間は 20秒 )と 算定できる。
なお、閉止速度 3m/分は、静水中のゲート閉止を前提としているもので

あり、前半 lm区間の落下時にはすでに津波が到達していることから、津
波による流水抵抗を受ける可能性がある。ただし、ゲート落下機構による

落下速度制限に落下時間は支配されることから、津波による流水抵抗によ

って、閉止時間 3m/分に変わりはないものと考える。

区間②の落下時間

区間②の落下時においても、すでに津波が到達していることから、津波

による流水抵抗等を考慮した条件で落下時間を算定した結果、区間②の落

下時間は2秒程度と算定できる。区間②の落下時間算定の詳細を図9に示

す。

a.及び b.よ り、取水路防潮ゲートを閉止 (ゲート扉体が 6m落下)するま
でに要する時間は 20秒程度と算定できるものの、余裕を考慮して 1分と評

価している。

b
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防潮壁

(鉄筋コン リート製)防 潮 (鋼製)

T P ±Om

T.P,-6 0m

B2   Bl A2  Al

図 7 4プ ラン ト運転時における取水路防潮ゲー トの状況 (正面図)

ゲート扉体4門 (鋼製)

(両系列常時開放)

短尺

ラック棒

ゲート

落下機構

ト

T.P.± Om 扉体

T.P.…6.Om

図8 4プラント運転時における取水路防潮ゲー トの状況 (断面図)
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0ダム堰・堰施設技術基準 (棄)基準解説編の適用性について
今回の防潮ゲート閉操作は津波が襲来している状況

下での操作となる。一般のゲートにおいても流水時に

ゲート閉操作を実施することがあるため、今回想定して

いる状況と同じであると考える。

また、防潮げ―卜の支承部は戸当たりと平面で摺動し

ながら開開される形式であり、右図のよう
'ジ

■イドゲー

トの形式をとっている。

したがって、ダム・堰施設技術基準 (案)基準解説
編 (祝ム・堰施設技術協会′平成28年 10月 )(以
下、「ゲ上J隠基準解説編」という。)に記載されてしる開
閉荷重を適切に考慮することで、津波襲来時の防潮

ゲート閉操作にかかる荷重を設定することができるものと

考える。

ラックェ電スライレ ート ('ム堰基準解説編)

短尺
うック樺 落下穐橋

ゲート

ゲート

扉体

防薄げ―ト

0開 閉荷重 IEついて
ダム堰基準解説編ではァKP写扉の扉体の開閉荷重として考慮する荷重は、扉体の自重、支承・水密れ略よび堆泥の摩擦力、浮力、越流水

による上・下向力、下端肢流水による上・下向力、そ卵 宙重とされてしる。

上記を踏まえ、開閉荷重の組陽倫わせは水門扉の形式ごとに例撤 ており、今回の防潮ゲートに類似した形式として、スライ随洋卜の閉操

作時における開閉荷錦 わせを下表に示す。

【すム堰基準解説編に′丁ヽす開閉荷重の組合せ】スライν―卜閲操作時 (ダム堰基準解説編 P189)

殻 属F体の自重
支承部

勒

フJく密部

摩擦力
浮カ

越滞 Kによる

上・下向カ

下端腋流沐症

よる上・下向内

波傾観動動に

よる簾範毛

開閲時の水の

範

スライドゲート O O O O △ △ △

【防潮げ―卜に考慮する開閉荷重の組合せ】
‐

※1支承部に水密ゴムI誠ぶいため考慮不要。 ※2越流カリ〔生しないため考慮不要。 ※3下向きのダウンプリレフオース蟻 生するが、保守的に考慮しない。
※4外海に面してし唸い取フk路内の流れ場であり、風波濃による影響は軽微と考え琉 るため考慮しない。 ※5落下時にゲート底面に作用する水の抗力を考慮

0区間②のを下時間の算定[こついて (1/3)
。 ゲート扉体に作用する荷重を考慮した運動方程式により落下加速度を求め、落下時間を算定する。

ゲート

落下機構

駅排
外離

η
解
=F(↓ )一 F(↑ )

mで，こ，Ｃ :ゲート扉体質量 (t)
:ゲート扉体の落下距離 (m)
:下向きに作用する力 (kN)
:上向きに作用する力 (kN)

Z

F(↓ )

F(↑ )

ヴム堰基準解説編を参照し、防潮ゲートの開閉時の検討に考慮する荷重として下表の荷重を考慮する。
(ヴムユ屋基準解説編R189参照)

0開囲荷璽の作用イメージロ

発電P′
`側

海綬1

湾水ボン)塗側    ゲ_卜の蒸下麹夏 取氷口側

①扉体の自重

③フk位差によ縦航カ

①靡体の自重

③浮力

②流速による抵抗力※、③ガくイ諺諄による抵抗力※

※②、③は水平方向の力となり、これによ棒 擦力
を上向きtt考慮

④浮力、⑤鈴直方向の水の抗カ

防潮げ―ト O O O O※ S

扉体め自重
支承部

摩停功

水密部

摩擦カ
渤

赳甥缶kによる

上・下向カ

下端触鮪氷 に

よる上・下向力

波麟 浪)に
よ維

開閉時の水の

|―

防潮げ―ト ① ②、③ ⑥ ⑤

②流遠による抵抗力⑤鉛直方向の水の抗力

図9 区間②の落下時間の算定 (1/4)
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0区間②の藩下時間の算定IEついて (2/3)
・ EIJページでの荷重の整理結果を踏まえた運動方程式は以下のとおりとなる。

η

。2z

てrを 2
碗θ一μFα ―μFb― Fじ ―FЛ

⑤④③②①

Y′ 名潔  辛 ¬却 当却

ゲート扉体質量 (t)
ゲート扉体の落下距離 (m)
流速による抵抗力 (kN)
1水位差による抵

'凡

力 (kN)
浮力 (kN)
鉛直方向の水の抗力 (kN)
摩擦係数
(=0,4※ダム堰基準解説編 R182)

ここで、m
Z

Fa

Fb
Fc

Fd

μ

① 扉体の自重

ゲート扉体質量7133Hこよる自重を考慮する。

② 流速による抵抗力

以下の式により流速による抵抗力を算定する。 (ダム・堰施設技術基滲 (案)水門扉・放流管・付属施設設計マニュ刀レ(ダ
ム・堰施設技術協会′平成23年7月 )(以下、「ヴ蝶 マニュ刀レ編」という。)R597)
下図のとおり、ゲート閉止時の流速は0,1～ 0,7m/s程度であるが、1氏

'凡

力を保守的に評価するため、流速3,Om/sを考慮する。

Fa=1/2X poxva2x c× B× z

=1/2X103X32x10x39× z
=18 077Xz(kN)
※z=6mで 1よFa=1085(kN)

基準津波3

域貿l基準 ゲート

工Y禦琶き発盟繁法数←上の
※ダム堰マ三ュ刀レ綿 P597

B:作用幅 (39m)
z:落下距離 (m)

含
ごヽ
）
襲

嬢

ゲート

時 間

含
着

）
四

終

基準津波4
検知星撃  ゲート ゲート

時 間 (m市 )

〉ぐ準波シ単 レーシ]ン

では、閉止完了時

刻まではゲート開、
閉止完了時刻以
障はゲート全閉しな
る条件としている。
全方向流速 (絶
対値)を示している。

1 1.7m/s

※

閉止開始～閉止完了ま
での期 間 で濃 速 は

Cim/S～ 04m/研ヨ度

(muと__ _  、閉止開始～聞

19F里空〔盈据寃癬

痴lRJ

町R水ぼユar l

11.7m′s,

③ 水位差による抵抗力

以下の式により水位差による抵抗力を算定する。 (ダ駆 基浮解説編 R181)

Fb=Px BXz                      ここで、P:水位差によるア」(圧 (評価に用いる流速30m/s力{作用した場合の、グート前
=1.03X9,80665× 0,459× 3.9× z
=18.032× z(kNう
※z=6mではFb=108.5(kN)

※③水位差による:氏■凡力については、防潮ゲー

発電所側

海氷1｀ンフ獲 1ll

前面と胃面の

水圧差
!比 2/2q

ケ +前面の水位

面の水位上昇による水行葬を考慮する。hiva2/2g=0459mよ り、P=pogh
(kN/m⊇)を扉体lこ作用させる。)
B:作用幅 (39m)
z:落下距離 (m)

ム
tヽ
や

草 中
Xゲ 十1前 重iと苗面そアタノ〕(圧差については グ‐IJこあたる

'■

波の,ユケ支水11の Jへてが
'‐
卜お,

面てゼロf=な ると仮定し グートE,両の水位エァ7を 考慮すう。

3.Cr ん
ｗ

1

入
/

＼

ー

評籠 用い騨 3.0ぃ /S

一

‐
・

氏

ノ

一

図9 区間②の落下時間の算定 (2/4)
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0区間②の藩下時間の算定について (3/3)
④ 渤

以下の式により浮力を算定する。 (け蝋 基準解説編 P181)

Fc=p。×g× v×z/6          ここで、v:扉体の体積 (0847m3)
=103×9.80665xO.847×z/6     z:落下距轟 (m)
=1426× z(kN)
※z=6mで 1よFc=856(kN)

⑤ 鋤直方向の水の抗カ

以下の式により鉛直方向の水の比力を算定する。 (じ囃 マニュ刀悶 R597)

龍  泌 韓檸:Ⅷ甲
区間①          区闇②
(1謝隠落下〕        (自 由落下)

※扉体はスキンプレート(片面)をH鋼時で補強している構造であり、落下時に鋼材間の
空気tよ水と入れ替わ&之から、扉体に作用する浮力は毎,オ体積から算定した浮力とする。

【取水路下流側力B見たゲート扉体】

※落下距離|こ庁心した速度を考慮する
※ダム堰マニユ刀レ綿 P597

ゲート
落下機構

９

６

３

０

Ｂ

・５

知尺

灘
引
営
脳
酎

（ヨ
い
゛

０
、Ｅ
）
慎
四
卜
照

効ク俸

TPと Om

区間①

区間②

ケート藩下臣護 (m)
TP60m

【区間②け ―卜落下速度及び落下加速度】                 【断面図】

①～⑤より、運動方程式は以下のとおりと掻 。

m字 =碗♂―μFα ―μFb― Fc―F'

7.133x憑万万=7.133x9,80665-0.4× 18.077 x z―
-0.4× 13.082 x z-1.426 x z― -1.0944× 咤扇P2

保守的な評価として、区問②における自由落下開始時a亀自をOm/sとすると、区関② (5m)の藩下晴F』は約二.79移と幅 。

―…蒸下落康

― ～落下力D速度

＼/

/ ＼
r

＼一 田

膚鞘察石醒炊日について
。高速流下でのイ吏用頻度が高く、摺動面が損傷しやすい状況であれば必要 t邑応じ0.5程度を採用するとされているが、防潮ゲーHよ

津波襲来時にのみ使用するゲート国醐、使用頻度が少なく摺動面が侵傷しにくしЧフく況であるため、摩擦係数は0.4を採用する。
・ 防潮ゲートと戸当たり金物1よ密着し、1よぼ隙間がなし状 態で設置さオ宅てしる。そのl犬態のまま防潮ゲーHよ落下することから、仮に戸

当たり金物に貝が付着してし上としても、落下時にゲート底面で貝1よ削ぎ落さオ1、 招動面□勢鶏譲肇地嬌ものは残らなしセ考える。

・ なお、取水路においては、ストレーナの閉塞防止等の観点から定検毎に清掃 (除貝)する運用である。

③ ③
◇

ｆ
③ ③

今 津波要来方向

ゲー

戸当たり金物

一Ｉ
Ｉ

下流 (海水ポシ刻 J)

上流 (取水回側)

防潮ゲー腑 け図

図9 区間②の落下時間の算定 (3/4)
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Oゲート閉止時間の変動幅による影響について
。 流速IEついては閉止タイミングIEより可変することから、保守性を考慮して3.Om/sと設定するが、防,朝ゲート閉止タイミング

の不確実性を考慮したパラメータスタディを実施し、ゲート閉止時間の変動幅による影響を確認した。
● 基準津波 3′ 4の津波シミュレーションにおいて、防潮ゲートが閉まる時間帯の最大流速は0,7m/sである。また、防潮
ゲート閉止タイミングの不確実性を考慮し、検知基準到達時に防潮ゲートを閉止するイ犬況を想定した場合 (循環水ポンプ

が全停止している場合)の最大流速は1.フ m/sである。これらの流速を用いたパラメータスタディにより、ゲート閉止時間の
変動幅によるシ響を確認した。
0 なお、防潮ゲート閉止時間を算定する際の流速(こついては、定常状態で防潮ゲートに作用する条件とする。
● 防潮ゲート閉止時間帯1こおける流速や防潮ゲート閉止タイミングの不確実性を考慮したパラメータスタディの結果、いずれの
ケースも自由落下区間 (区間②)におけるゲート閉止時間は1秒～2秒である。
。 上記の閉止時間に、ゲート落下機構 (ラック式)により落下する区間 (区間①)の閉止時間を含めた合計のゲート閉止
時間は20秒程度であるのIE対し、保守的に防潮ゲート閉止時間として1分と評価していることから、4研少程度の時間的な
裕度がある。従つて、自由落下区間 (区間②)のゲート閉止時間が多少変動したとしても、全体の評価への影響 (よない。

【基準津波3,4における防潮ゲート閉止時の流選分布】

基準津波3                     基拳津波4

検知基準  ゲート   ゲー 検知基準 ゲート

(mn)

Ｑ

Ｅ
）
四

案

く

Ｅ
）
Ｈ

案

岡
５．
時 時 間

1.7m/s
Fォヨ止開始～閉止完了ま

での期 間 で流 速 は
01m/S～ 07m/すヨ宣

1.7m/s
閉止開始～閉止完了ま

での期 間 で流 速 は

01m/S～ 04m/S程度

※ 津波シミュレーションでは、閉止完了時刻よではゲート写B、 F朔止完了時タンl以降はゲート全閉となる条件としている。

※ 全方向流速 (絶対値)を示している。

【防潮ゲート閉止タイミングの不確実さを考慮したゲート閉止時間のパラメータスタディ】

予

【防潮ゲート閉止時間 (1分)の評価における裕度】

20s～ 22s区間を拡大

0 1

2

3

4

5

6

1

（Ｅ
）
譴
巳
卜
陳（Ｅ

）
鍵
里
卜
隈

2

3

0    02   04   06   08    1 14  16 2

(22)4

6

20 22

(20)

時間 (s)

時間 (s)

0 40

ゲート閉止
'寺

間は
1分と評価している

hX

37価に用いる流速 3,Om/s

0.7mn/s

防潮ゲー ト閉止 時 間耳に

,、
｀
けス柿凍

閉上タイミングの不確実
件弁考 慮 [ンた命凍

基本ケース

(流凍弁倶守的に設宇 )

流速 (m/s) 07 17 30

1.19 生.28 1.ア9区間② (5m)の落下時間 (s)

(ゲート落下

を市!F展された状態R:

落下する区間)

区間② (自由落下区FD弓 )

一

一
C

―
A:流速07m/s

-8:流 速17m/s
ヽ

武
さ
＼
＼ ＼

＼
＼ ヽ

図9 区間②の落下時間の算定 (4/4)
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6 2 取水路防潮ゲー ト閉止に封する余裕時間
(1)余裕時間の考え方及び算出方法
海底地すべ りに伴 う津波のうち、取水路防潮ゲー トを閉止 しない場合に施

設への影響が生 じる可能性があるケースについて、取水路防潮ゲー トが閉止

される時刻から、施設に影響する水位の波が取水路防潮ゲー ト前面に到達す

るまでの時刻を算出し、取水路防潮ゲー ト閉止に対する余裕時間を確認する。

水位上昇側及び水位下降側における算出例を図 1、 図 2に示す。なお、算

出例に示す海底地すべ りの検討ケースはいずれも以下のとお り。
・海底地すべ り :エ リア B(Es K5)
・計算モデル :Kinematicモ デル
・崩壊規模 :100%(最大 )
・破壊伝播速度 :1,Om/s(最大 )

放水口

20

G'。
JO。

※
~1。

2(l
各濤ネポレブ室の赤丸0の
波の侵入を防ぐタイラ グ
転二■
'嘉
nt題える嘔

＼

時 間 (おn)

①   4335分    43 SS分    4425分       一

②   4625う)   4635分    4640分      ―

③   4935分   496S分    5055分       ―

④  5040分  5050分   5140分    一

越蕗鶴唖
① :変動開始時間、②‐06m水位変動、③ :第 1波目最低氷位
④ :+06m氷位変動

ｍ
ｍ
銅
知
ｍ
∞
・！。
却
・３。
却
却

ぞ
）
ｕ

ｘ

ｍ
ｍ
ｍ
知
ｍ
ｍ
・，。
却
細
却
却

宅
）
ヨ

紫

ｍ
ｍ
節
知
ｍ
∞
・ｌｏ
却
・３０
却
莉

ｅ
）
導

※

欝 間 (耐nl 路 蘭 (耐n 路 間 lttnl

※ :潮位妍お つきと高潮裕度を考慮した場合に敷地高譲超 える高さ
TP+286mと敷地レベ,♭TP+35m― 潮電μ湘あつき015m― 高潮裕度049耐

図1 余裕時間の算出例 (水位上昇側)

Ц P′__ぶЙ

ど4盤弄
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ム L  ヽ/r !  ヽ
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た304mン

放水日

■4号炉
'a淋

ぶンた

ヽ

V う5】 05分

時 間 (市n

鰯Ⅷ 鰯 Ⅲ ‰
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
∞
・ｌｏ
却
細
却
却

ｅ
）
起

※

５。
４。
ｍ
知
的
∞
・ｌｏ
却
ｍ
却
却

ｅ

導

ｘ

20

e10

導 0。

紫」。

一と0

,  ァ
｀
 4

043
-0(

5歩〉

摘
Fヽ sl

り4り

T卜 3

4385分   4365分

4630分   4650分

4945分   4970分

5065/分    5090分

島
'フ

k路防剤ゲートの閲止
(⑥ +6分 )

島口鰹郷防薄げ―卜で啄 ω
TP‐304mオr超える日き間

①

②

③

④

4470分

4725分

5105分

5230分

時 間 (■Hnl 時 間 俯 n)
珀
耐

∞

間時

余裕時間の算出例 (水位下降側 )

5830分

徐 裕吟耐
◆
7250分

※ :潮位研淀力きを考慮した場合に瀾 シプのILR水悩 E覇肉酵嗚成る誰
TP-304m‐ 1号炉又は2号炉海カギ、シ)蝦 水制限水位TP‐321m― 潮位甥おつき017m ① :変動開始時間、② 06m永位変動、③ :第 1波目最低氷位

① :+06m水付蒼動

図 2

(2)余裕時間の算出結果
海底地すべ リエリア A、 B、 Cにおいて 2種類 (Watts他の予測式,Kinematic
モデル)の手法及び崩壊規模・破壊伝播速度のパラメータスタディで確認 し
た波形のうち、取水路防潮ゲー トを閉止 しない場合に施設への影響が生じる

可能性がある全てのケースの余裕時間を表 1、 表 2に示す。
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表 1 余裕時間 (崩壊規模パラメータスタディ)
副ヽ 竹 ♂

`

酌 文『 盛BA期 取水『懸防
翻ゲート劇
画への到
運時刻
「分1※ 2

舗
時間

[分ユ

海底
地すべり

崩壊
規模

潮位計

0.60mの
水位低下

[分](② )

0.60mの
水位上昇

(判断基準)
子分1(④ )

ゲート閲止
時刻[分]Xl
(①■1分

水
位
上
昇
側

エリアB
E5-K5

100
。
/。

1号炉海水パシえ 4625 6040
5240 6110 8,70,暑炉漉フk示しザ至~ 4635 5055

3_4暑炉漉夕kポラプ傘 4640 5440

80
%

1暑炉瀧,k爪ラ終 4660 5005
5200 6130 930フ暑炉海フkパラザ桑

~ 4645 5025
3.4号炉海フkノギ↓プ軍 4640 5電 00

70
0/O

1号炉海ノkボレ疼 4705 4985
5180 6135 955疼 麟 ノkパレ疼 4670 5025

3.4号サ静海水沐凌 4640 5080

60
%

碍 炉溢フkポラ角 4r10 4965
6460 6150 990夕暑炉海夕kポラ

~ヂ
至
~ 4725 4975

B_4暑炉滴フkパレ疼 4645 5060

50
。
/。

1号炉海フkボラノ至 4735 4985
5145 6140 9952暑炉漉ノkプす、ラ疼 4750 4950

3_4要
‐
ギ静繭 ノkれ終 4650 5045

40
%

1号脚 な シ疼 4765 5045
5160 6430 9702号炉海水ズン疼 4770 5060

3.4号炉海フk求レ疼 4860 5025

エリアC
Es‐T2

100
%

1暑炉漉,k示ラ売 う16υ 5665
5315 6815 1000ク奮

~ギ
好〕洩グkパラザ室 5165 56.30

■4要
‐
ギ静
~漉
夕k爪ラザ室 5486 5716

80
%

1=‐ギ静
~瀬
グkん 疼 5170 56_15

5775 6810 1036疼 炉海水パレ疼 5175 5625
]_4母炉海フk水ラプ室 5185 5675

60
%

1号炉湾水パシノ至 51_65 5590
5720 6720 10002号炉濁水床シノ至 3165 う600

3.4号炉海フ印ミシ舞 S185 5620

50
%

荘留解瑚盤来パラザ室 5170 6580
6695 6705 1010夕民荘理砂kポラザ室 5480 5585

■ 4F~ギ炉
~浅
水パラザ室 5135 5595

45
。
/。

1号炉茂,kパレザ塁
~ 5195 5575

5690 6695 10052号炉海水ズレ疼 5205 5575

3_4島 l炉
~海
フk求ラ疼 5190 5590

轟金
エリアB
Es― K5

100
。
/。

1号炉海永ボレ疼 4630 5065
5830 7250 帝4202号炉海水床シノ至 4650 5090

3.4号炉溺ァk床ンプ至 4r25 5230

80
%

1暑炉湾ァkノギヽシプ季
~ 4r25 50_50

53_05 7235 14802号炉海水爪シえ 4740 5035
R_4号炉漉夕kポラ独 4735 5205

※1:水位上昇側は、循環水ポンプ全停条件としているため、判断基準到達から 1分後に開止。
水位下降側は、循環水ポンプが取水している条件のため、判断基準到達から6分後に閉止。

※2:取水路防潮ゲー ト前面に施設に影響する水位の波が到達する時刻。
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表 2 余裕時間 (破壊伝播速度パラメータスタディ)
剛ヽ持密 1

ゲート閉止

]Xマ
I

(④ +1分

取水羅各防
澤月ゲート前
面への到
達時刻
「分1※ 2

舗
時間

〔分]

湾底
地すべり

破壊
伝播
顧

潮位計
0.60mの
水位低下

[分](② )

0.60mの
水位上昇

(判断基準 )
『今1でのう

水
位
上
昇
側

エリアB
Es― K5

1.O
m/S

1勅 漉クkポラ捷 4625 5040
5240 6110 8.702号炉海フkボラブ傘 4635 5050

34暑炉海フ的脆ガ率 4640 5140

08
m/s

i暑炉漉フkパラ疼 4705 5135
5300 6195 8952号炉湾フk′ギ、ン疼 4680 5155

3.4号炉海水ボシ菊 4665 3200

0.フ

m/S

1岳炉海水ズシブF~ 4870 5300
6435 6440 10052号炉海水爪シ疼 4860 5295

34詈炉瀧フ的虚ガ茎 4790 5335

06
m/S

電暑炉海フ田膨 ブ4 5000 54_95

5596 6585 990疼 炉海フk爪ラ強 S030 5485
3_4纂報戸湾勒kボレ疼 5070 5355

0.55
m/S

1号炉海クk求ラ疼 51 15 5615
5725 6700 9762号炉海フk水レ疼 5095 5625

3.4号炉海水本シノ量 5170 5525

エリアC
Es―T2

0.5
m/s

1号炉湾水床シノ至 3160 3603
5815 6815 10002F~ギ炉

~海
水ズシ疼 5165 5680

3_轄炉瀧夕kれ終 5186 5715

0.4
m/S

愕 炉漉,k爪ラ終 5350 5820
5995 7150 1155フ号炉海水パラ菊 5360 5825

34号炉 縮砂kパラブ室 5275 58_95

喬逢
エリアB
Es‐ K5

1.0

m/S

1号炉海水沐レ齊 4630 5065
5830 7250 14202号炉海グk′ギじ疼 4650 5090

3_4F~ギ打]海フkボレプ室 4725 5230

0.3
m/S

1号炉海水床シフ至 4走〕00 51 r0

5925 7475 15502号炉湾林 ンノ至 45呵 0 5205

3.4号炉海水天レ疼 4790 S325

※1:水位上昇側は、循環水ポンプ全停条件としているため、判断基準到達から 1分後に閉止。
水位下降側は、循環水ポンプが取水している条件のため、判断基準到達から6分後に閉止。

※2:取水路防潮ゲー ト前面に施設に影響する水位の波が到達する時刻。

余裕時間について検討 した結果、崩壊規模及び破壊伝播速度のパラメータ

スタディのいずれにおいても最大のケースが最も余裕時間が短く、取水路防

潮ゲー トを開止 しない場合に施設影響が生 じるケースにおいて、取水路防潮

ゲー ト閉止時刻から施設に影響する波が到達するまでに約 9～ 14分の余裕
があることを確認 した。なお、循環水ポンプ停止から取水路防潮ゲー ト閉止

までの時間については、水位上昇側では、循環水ポンプ全停条件であること

から判断基準到達の 1分後に取水路防潮ゲー トを閉止することとし、循環水
ポンプが稼働 している水位下降側では 6分後としている。仮に水位上昇側で

循環水ポンプ稼働時と同様の 6分後に取水路防潮ゲー トを開止することと
しても、約 4～ 5分の余裕があることを確認 している。
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6.3潮 位計の基準適合性
6.3.1 背景
高浜発電所における取水路防潮ゲー ト閉上にかかる対応について、既許可で

は、大津波警報の発表を受信する設備 として、中央制御室に設置 している FAX

等 (TV、 インターネット)を、設置許可基準規則の第 26条 「外部状況を把握
する設備」として位置づけ、大津波警報発表を受け、当直課長の判断により、

取水路防潮ゲー トを閉止することとしている。今回の運用では、潮位計の津波

検知情報より取水路防潮ゲー トを閉止することとしてお り、潮位計の基準適合

性について確認する。

6.3,2 既許可における FAX等の位置づけ
既許可では、大津波警報の発表を受信する設備として、中央制御室に設置し

ているFAX等 (TV、 インターネット)を受け、当直課長の判断により、取水路防
潮ゲー トを閉止することとしている。この「課長の判断に至るまでの検知部分」

は、設置許可基準規則の第 26条 (外部状況を把握する設備 )と位置づけている。
また、「課長判断以後、取水路防潮ゲー ト閉止に至る機能」は、設置許可基準規則

の第 5条 (津波による損傷の防止)と して、設置許可基準規則への適合性を確認
している。

6.3.3 設備の重要度分類を踏まえた整理
(1)取水路防潮ゲー トの重要度分類

潮位計に要求される安全機能について、潮位計による津波検知情報を活用

し、MS-1である防潮ゲー トを操作することを念頭に整理 した。
まず、防潮ゲー ト自身の重要度に関しては、発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針 (以下、重要度分類指針 という。)に、

以下の記載がある。

① 当該系の機能遂行に直接必要となる関連系は、当該系と同位の重要度を

有するものとみなす。

② 当該系の機能遂行に直接必要はないが、その信頼性を維持し、又は担保

するために必要な関連系は、当該系より下位の重要度を有するものとみ

なす。ただし、当該系がクラス 3であるときは、関連系はクラス3と み

なす。

上記記載によると、取水路防潮ゲー トは当該系 (例.海水ポンプ)の機能
遂行に直接必要ではない (海水ポンプの駆動系等ではない)ため、②により、

当該系より下位の重要度 =MS 2以下となるが、過去の審査会合 (2014.10,7)
での原子力規制庁殿のご指摘及び防潮ゲー トが可動部・駆動部を有している

ことを踏まえ、①の「当該系の機能遂行に直接必要となる関連系は、当該系

と同位の重要度を有するものとみなす。」と解釈 し、MS-1と している。

具体的には、重要度分類指針に「本来関連系として位置付けられるべきも

のであっても、その支援紺象が広いものについては、それ自身を当該系と位
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置付ける。例えば、本指針第 2表のMS-1の 「安全上必須なその他の構築
物、系統及び機器」がその例である。」と記載されてお り、取水路防潮ゲー

ト閉止することにより、海水ポンプ等の設計基準対象施設を防護 しているこ

とを踏まえ、取水路防潮ゲー トにより、安全機能を担イ呆している機器が多数

(=支援対象が広い)と みなし、MS-1と 位置づけていると考えられる。また、
重要度分類指針に「当該系の機能遂行に直接必要となる関連系」とは、それ

なくして当該系の機能遂行又は機能維持ができないような、不可欠の構築物、

系統及び機器を指 し、例えば起動・運転制御を行 う計装、駆動系、機器冷却

系、機器燃料系等を意味する。また、これらの関連系が「当該系と同位の重

要度を有するものとみなす」とは、これら関連系を含めて当該系が所要の信

頼性を確イ呆し、維持することを求めるものであって、当該系に対する要求事

項に、関連系を含めて適合するように、これ ら関連系にも当該系と同等の設

計上の考慮が必要であることを意味する。」と記載されてお り、常時ではな

く、津波発生時のみだけであるが、取水路防潮ゲー トが閉止できなければ、

当該系 (例 .海水ポンプ=MS l)の機能遂行又は機能維持ができないと広義
でみなし、MS-1と位置づけていると考えられる。
したがって、防潮ゲー トが前述のいずれに該当するとしても、重要度分類

指針上のMS-1の 「安全上必須なその他の構築物、系統及び機器」の「安
全上特に重要な関連機能」に該当すると考えられる。表 1に重要度分類指針
の付表を示す。
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表 1 重要度分類指針の付表 (抜粋 )
分   髯:

典 常 影 饗 ァィ(ヽ !系

t 准 猟奄 能
llri築 4勿、 系統 又
は機 器 (1'WR)

特 記・ナ′ミき 1対連
系  (f)WR)

与lT,築物 、系統 又
は機 器 (BWR)

特 記■ きヽ門 iど
系  (〔】W RⅢ

“

缶  イ,

lヽS-1 5)炉 ′と、冷 却 畿
能

非 常 川炉′と、冷 却
系 (ll(圧 注人系、
高圧 注 人系 、審
たに注 人系 )

り梓

'杵

ナF,lFi′bXI片1'
系 (低オJ:"i心 ス

フ レ イ系 、 ,(圧
注 水 系 、 高 圧 好i

心 ス フ レイ 系 、
白め 減 圧 系 )

6)放射 lイト物質
イツう削 じ込 め機
能、放41豫ブう遮
いヽ及び牧 :tt l(
ェ支、隻r彪

かiく 々/1'路 納 客
器、アtiュ ラ ス、
原 子ri幣納 容 器
隔 雄 弁、原 々炉
格納 容 器 スフ レ

イ系 、 アニ ュ′ウ
スt ttt Fr循 環 1没
術 、安 全紺f畿室
空気 浄 化系 ,可
黙推 ガ ス濃度削
fttl'系

Ⅲ:卜灯f格 納 容 器
りⅢ気 簡

原 子炉 格 納 容
器、原
「
炉 格納

容 藩幅離 弁 、原
子
',1格
納 容 器 ス

フ レイ冷共〕系 、
れ社十灯'建

lii、 り梓
常 用 ガ ス 処 FI
系 、 井常 用 ll}循
F,!ガ ス処 Fl系 、
可然椎 ガ ス濃 度
制 御系

llト

ガ

付

チ‖
気

2)安 全 L泌須 な
そ の 他 の 構 築 物 、

系統 及 び機 器

1)工 学的 安 全
施 設 及び原 ,炉
停 止系 へ の 4ビ rlサ ,
1占 ケの発 F生機 能

安 全fttft系 安 全 保 i也 系

2)″(1111年子ti
lR要 な操〕連機 能

,::r■ ,,,,ヴ F PJ″じユlゲlt
系 、 llj御 室 及 び
その進 べい・換
気空鵬 系・ 環 子

彿
用 圧 縮 空 気 設 備

くいi'・れ も、MS
-1関芸1と

'の こ)の )

電

系
クト

屋
含

た♪

非常 用 所内電源
系 、削 仰室 及 び
その速 ′ヽ い・ サ|ど
常 用換気 空調
系、非常用椰子機
冷却水系、直流
Fこ源系 (いう・れ
も、MS-lf埒
iJ'(ア )ム Fノ ))

ノ イ~~trル 1道 Fこ
機燃 料 輸 送 系 、
ジ・ ィーーゼルユ令■寸)

系、fえ本設 備 (屋
′ントトレンチ を 含
お )

(2)取水路防潮ゲー トの重要度分類を踏まえた潮位計の重要度

前項の取水路防潮ゲー トの重要度分類を基に、潮位計に要求される安全機

能について整理 した。今回の運用では、潮位計の津波検知情報により MS l

設備である取水路防潮ゲー トの開止を判断することから、潮位計は津波防護

機能を直接的に有する津波防護施設と位置付け、申請書の第 5条に明記する。
また、潮位計は取水路防潮ゲー トの閉止判断にかかわるものとして、MS-1設

備である取水路防潮ゲー トと同等の設計とし、 申請書の第 12条に明記す
る。

取水路防潮ゲー ト及び潮位計の設計項 目は表 2の とお り。潮位計は取水路

防潮ゲー トの設計項 目を網羅 してお り、 取水路防潮ゲー トと同等の信頼性
を確保 している。

表 2 取水路防潮ゲー トと潮位計の設計項 目
″́重性又は
多様雄

独立性 耐震性 非常用電源 試験 記録共

防潮ゲート O ○ ，
） O

潮位計 こう

※ :潮位の変化傾向の監視及び履歴の保存が可能であること

なお、取水路防潮ゲー ト閉止を自動化する場合、潮位計の異常検知ロジッ

クに加え、循環水ポンプ停止。弁閉止の一連操作も自動化の検討対象となる。

取水路が取水路防潮ゲー トにて閉止されている状態で循環水ポンプの運転

を継続 した場合、同じ取水路を共有する海水ポンプの取水性に影響が出るた

め、取水路防潮ゲー ト閉止前の循環水ポンプの停止等が必須である。
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これらを自動化する場合は、取水路防潮ゲー ト閉上にかかる津波防護機能

が、海水ポンプ取水にかかる安全系の冷却機能に悪影響を及ばさないよう、

設計配慮が必要となる。このため、姑応時間に余裕がある限りは、安全機能
への影響に考慮を要するような、新たな計装設備の追加や、複雑化を要する

自動化は適切ではないと考えられる。

なお、手動操作であれば、約 9分の時間余裕があり、十分余裕をもつて対
応可能であることから、自動化による時間短縮のメリットは享受せず、ポン

プ停止や弁閉止など、海水取水機能に直接的に影響する循環水ポンプ等の操

作は、運転員による手動操作を選択する。

6.3。 4 チャンネル数及び閉止ロジックの選定
(1)基本的な論理構成

今回の潮位計測よる取水路防潮ゲー ト閉止は、潮位計を MS-1である取水
路防潮ゲー トと同等の設計とすることから多重化が必要なため、2チャンネ
ル以上の論理構成とし、これに加えて試験可能性や単一故障を考慮 し、検知

信頼性向上を図る。その候補 として、2 out of 3と 、1/2チ ャンネルのそれ

ぞれに予備を設ける場合 (l out of 2 twice)があるが、より早期に取水路

防潮ゲー ト閉上を判断する観ッ点より、2 out of 3が優位 と判断した。なお、

試験や故障で潮位計 1台が欠測 した場合は、その 1台は動作とみなし、もう
1台が動作すれば取水路防潮ゲー トを閉止する。図 1, 2に それぞれの判断
方法とイメージを示す。

判断方法 3台ぼお、とヽずれみ`2台 C蒜鵡 力判断基準に至つた簿点でゲー
ト毒こと欄 断

判断
イメージ

F

跡瓢`ゲート閣止2/3

図 1 2 out of 3の判断方法 とイメージ

判議lヒ

南渡

豊ユ江2回す亨
'歳

韓臨感て掛岳之善めう柘̀いずれ手上曽 甘,帝・
薄韓

'が

鴇錢F了轟準に零導危靖魚でゲート期lF t樹断

判齢

イメーサ

r

1/21/2

鮪剛ゲート開止

図 2 1 out of 2 twiceの 判断方法 とイメージ
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(2)実運用を踏まえた論理構成

実運用を考慮し、運用性の更なる向上のため、予備を 1台追加する (予備
は点検射象に合わせて濃定)。 仮に、点検中に潮位計が 1台故障した場合、
その 1台は動作とみなし、もう1台が動作すれば取水路防潮ゲー トを閉止す
る。この実運用を踏まえ、単一故障を想定しても、動作を保証する設備数 (3
チャンネル)を所要チャンネルとして保安規定に記載する。なお、この設定
については、平成 26年 4月 24日 審査会合において、新規制基準の審査状
況を踏まえたイ呆安規定改正に係る基本方針としてご確認いただいている。図
3に当該資料の抜粋を示す。
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図3 新規制基準の審査状況を踏まえた保安規定改正に係る基本方針 (抜粋)
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6.3.5 潮位計の設置
「6.3.3 設備の重要度分類を踏まえた整理」及び「6.3.4 チャ
ンネル数及び閉止ロジックの選定」を踏まえ、既許可における津波監視設備と

して、潮位計を3台設置することとしているが、2号機に 1台追加設置し、潮
位計4台による運用とする。潮位計の設置位置を図 4、 システム構成を図5に
示す。
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3 号炉騨 南 声塁 2載 稀 輔 >声塁
剤位計 :1合   剛位計 :1台

図4 潮位計の設置位置図

図 5 潮位計のシステム構成図
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6。 3.6 潮位計の測定点の妥当性
津波検知の トリガーとする潮位計測点は、施設影響のある津波を確実に検知

できることを前提に、最も影響を受ける海水ポンプ毎の潮位計を用いる方針 と

している。このため、 トリガーの網羅性確認のための仮設定値である 10分以
内 0.7mの潮位変動で、各潮位計により施設影響のある津波が漏れなく検知で
き、ゲー ト閉止判断に差異が生じないことを確認する。

まず、0。 7mの トリガーで施設影響のある波がどの潮位計でも差異なく検知
できることを確認する。図 6の とお り、海底地すべ リエ リア Bの破壊伝播速度
1.0～ 0.4m/s及 び海底地すべ リエ リア Cの破壊伝播速度 0.5～ 0,2m/sの 時刻歴
波形から、縦軸に 1波 日の水位変動量、横軸にその後の最高 。最低水位を潮位
計ごとにプロン トした。その結果、敷地高さを上回る波は、どの潮位計でも

0.7mの トリガーで 1波 目を全て捉えていることを確認 した (青枠点線部分)。
次に 10分の トリガーにより、施設影響のある波がいずれの潮位計でも差異
なく検知できることを確認する。図 7の とお り、縦軸に 1波 日の水位変動量、
横軸に 1波 目の水位が 0,7m下降するのに要する時間を、潮位計ごとにプロッ
トした。その結果、敷地高さを上回る波は、どの潮位計でも 10分の トリガー

で 1波 目を全て捉えていることを確認 した (青枠点線部分 )。
以上から、1～4号炉海水ポンプ室潮位計で施設影響のある津波が漏れなく
検知でき、ゲー ト閉止判断に差異がないことを確認 した。なお、図 8の とお り、
時刻歴波形からの検知の一例に基準津波 4(エ リア Cの破壊伝播速度 0.5m/s)
を赤枠′煮線で示すが、青枠内に収まることを確認 した。
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6.4大 津波警報と
'朝

位計による津波検知の同等性

6.4.1背 景

高浜発電所における取水路防潮ゲート閉止 (こかかる対応について、既許可では、大

津波警報の発表により中央制御室にて津波襲来判断を行い、ゲート閉止の操作を行う

運用としている。今回の運用は、警報の発表されない海底地すべりによる津波の襲来を

潮位計による水位変動検知により判断することから、これらの津波襲来判断の同等性の

栢請寸をイ子つた。

6.4.2 津波本父矢日の文寸応について

(1)既許可の基準津波 1における対応

既許可の基準津波 1は地震随伴であることから、地震発生により随伴津波の発生を

予見する。地震情報 (規模。位置)の推定し、これと津波予報データベースのシミュレー

ション結果を照合し、大津波警報が発表される。ここで、大津波警報は各予報区の予

測点につして、沿岸での高さに換算した値を比較し、一番高いものが3m以上となるとき
に発表される。これにより、プラント影響のある津波の発電所襲来を検知する。津波の襲

来を検矢日すると、運転員は取水路防潮ゲートの閉止判断を行う。対応の流れを図 1に

示す。

石ill与ξlζIドー
福ぶ・
イ
逸鐘簿

0地震発生により随伴津波の発生を予見

↓
e地震の位置と規模を推定、これと津波予報データベースエ
のシミュレーション結果と照合し、大淳波警報を発表、
これにより,わント影露のある津波の発電所襲来を検知

↓
③防溺ゲート閉止判断

※ :大津波警卒mよ津波シミュレーションにより信頼サ性
確保 (これまでに観演uした139事例との比較
により精度を確認)

図 1既許可の基準津波 1における対応

(2)津波警報が発表されない可能性がある津波への対応

津波警報が発表されない海底地すべりによる津波に対しては、敷地外の潮位観測に

より津波起因の水位変動を確認することで、可能な限り早期に津波発生を予見する。そ

の後、高浜発電所構内の海水ポンプ室前の潮位変動を検知することで、プラント影響の

ある津波の発電所襲来を検知する。津波の襲来を検知すると、運転員は取水路防潮

ゲートの閉止判断を行う。対応の流れを図 2に示す。

O津波予報データベース

″

生

シミュレーション備輿
=

凛存 彗横
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お高浜鶏韓l'片幅lttlの海永ポシ)略の
潮位よリブフン1影習のある津波の発

菊萌4鮮来を検籍

聰磯|ラフ商ナヽ
_lじ
すノヽり~~

地すべり発生

___醒
_

||】 玉 塁 塁 働 』  

｀
｀

慧,    メ

|. P    S々 にⅢ

①敷地外でプラント影響のある津波の発生t予見

号

②高浜発電所構内の海水ポシた の潮位よリプラン酵 の
ある津波の発電所眼来を検知

●
③防剤ゲート閉止判断

図 2津波警報が発表されない可能性がある津波への対応

6.4.3検 知方法の同等性につして

警報が発表されない海底地すべりによる津波には、敷地外の観測潮位により可能な

限り早期に津波発生を予見し、津波に対応する設計方針としている。なお、敷地内の潮

位観測と組み合わせ、可能な限り早期にゲート閲止準備や閉止判断する運用により、

敷地外の観測潮位の信頼性を確保することで、既許可 (大津波警報 )と同様な設計方

針としている。

既許可 (大津波警報 )と◆回(敷地外の観測潮位及び敷地内の潮位計によリゲート

閉止する運用 )における対応の流れの比較を図 3に示す。既許可と今回における対応は、

ともに信頼性向上のための多重性若しくは多様性を確保している。また、過去の蓄積デ

ータをもとに津波襲来の判断をしている。よつて、これらの設計は概ね同様の方針であると

考えている。
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<既許可 >
・信頼性向上のため、多様性を確保
・過去の地震テ―`夕より予測される津波情報をDBへ蓄積。地震発生時、震度計で観用したテ―`夕に適合する津波警報を発信
(夕すЛI鵡霧P斤 )

発電所橋外 発電P斤4毒内

多様性
報
信
悟
発

情報発信
移動

断
示
判
指

震度計

(対応条文)
賜止

し 26条 5条 (運用として)

取水路
防潮ゲート

運転員

PC

FAX

TV

プロブ〈イダ

交換局

W局津波予報DB

<今回申請 (津波襲来を潮位計で把握)>
(対応場所)

・過去潮位テ―`,蓄積。海底地すべり津波発生時、敷地外及び数地内潮位計の観測ヽ潮位の組み合わ

発電所Ⅲ露外 せによ ―卜閉止判断

登報発信手潮位変動

敷地外

潮位計

指示

Fォヨ止

(対応条文)
5条 (運用として) 5条・12条  Jて

中央制御室
潮位計(モニタ)

中央制御室

中央制御室

中央制御室

取水路
防潮ゲート

運転員当直課長PC等

,‐

I

図 3女寸応の流れの比較
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7.取水路防潮ゲー ト対策の採用による施設影響の確認
木章の内容は、第 2編の 「高浜 1号炉、 2号炉、 3号炉及び 4号炉
に対する施設評価について」の 1.4～ 1.6章、2.2章～2.5章を参照。

津波
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8

8.警報が発表されない津波に可能な限り早期に対応するための運用
8。 1 構外潮位計を用いた運用
8.1.1 背景
活用できるデータは可能な限り活用 し、津波の兆候を事前に捉えること

が発電所の安全性向上につながることから、 1～ 7章までの検討における
対応に加え、発電所構外の潮位計を用い、可能な限り早期に津波に対応す

る「運用」を検討する。

1.2 検討条件
発電所構外の潮位観測活用の候補地ッ点を抽出し、既往観測潮位の活用可

能性を確認 した上で、津波を早期検知可能な地点を選定する。早期検知可

能な地点に対して、プラン ト「影響のある津波」の判断基準及びプラン ト
「影響の可能性のある津波」の情報発信基準を設定する。

1.3 検討結果
以下の①、②の「運用」を定め、設置許可申請書の添付書類人に記載し、

運用の具体的な内容は、保安規定以下で定めることとする。詳細を(1)～

(5)に示す。

① 敷地外にて「プラント影響のある津波」を検知した場合
構内潮位計での判断基準を「10分以内 0.5mの 「変動」」とし、防潮ゲ
ー ト閉止判断を早期化。図 1に概念図を示す。

図 1 敷地外にて 「プラン ト影響のある津波」を検知 した場合の対応の概念図

② 敷地外にて「プラント影響の可能性のある津波」を検矢日した場合
構外潮位計で検知した段階で、防潮ゲー ト落下機構の健全性確認など

(防潮ゲー ト保守作業の中止、構内の一般車両の退避、輸送船の退避、

輸送車両の退避、津波監視カメラによる監視)、 津波関連施設の状況を

確認し津波襲来に備える。図 2に概念図を示す。

8

三編-84第

【敷地外】 「プラント影雪のある津波J高さ※1 【敷地内】海水ポンた

(下げ (上 [す)のみ)で開止判断※2

※1:故障時等 (指′J、固定等、有意な指示変動ではない事お明らかな場合)は除く

※2:判断基準に到達し、原子炉をトリップさせた場合において、津波収夷後、施設影響がなし屯判断した場合は、原子炉を再起動すること力てきる。

津波伝播



【敷地外】

「プラント影害の可能性ある浄波」高さ

津波襲来に偏えた対応

・防潮ゲート保守作業の中止

構内の一般車両礎 避Xl

・輸送船礎 避×2

・輸送車両等の逗避
・ゲート落下機構の確認
・津波監視カメラによる監視

必要に応じ、「構内潮位計2台、10分以内
0.5m以上の上下変動による対応」や、「敷
地外にて「プフント影響のある津波」を検知し
た場合」に移行する。

退避運用は、車両朝立目関係を餡まえ、津波防護施設への影翌を勘案し、

必要イ∫ひじ、定眺
:故障時等は除く

_」、

4
図 2 敷地外にて 「プラン ト影響の可能性のある津波」を検知 した場合の対応

の概念図

(1)発電所構外の潮位観測活用の候補地点

発電所構外の潮位観測活用について、「構内潮位計よりも早期に検知

できること」及び「過去観測データの蓄積により、海底地すべり津波と

通常の潮汐を識別可能なこと」を条件に、候補地点を抽出した。高浜発

電所周辺の既往観測潮位地点を図 3に示す。また、各地点におけるエリ

アB(基準津波 3)及びエリアC(基準津波4)の津波到達時間を表 1
に示す。津波を早期に検知できる地点は「③三国、④津居山、⑤経ヶ岬」

である。③三国、④津居山、⑤経ヶ岬における観測潮位記録の蓄積有無

及びデータ受領状況は以下の通りである。

③三国 :

④津居山

⑤経ヶ岬

国土地理院より過去の潮位データを受領済み。

:兵庫県より過去の潮位データを受領済み。当社ヘ リアルタイ

ムのデータ提供が可能。

:潮位観測 していない。 (レーダー式沿岸波浪計であるため潮

位観測は不可。)

図 3 高浜発電所周辺の既往観測潮位地点

①京都府舞鶴市浜

(気象庁管轄の観測剛位 )

②福井県敦賀市川崎町地先

(港湾局管轄の観測潮位 )

③福井県坂井市三国町

(国土地理院管轄の観測`翻位 )

④兵庫県豊岡市小島

(兵庫県の観測剛位 )

⑤京都府京丹後市経ヶ岬

(気象庁管轄の沿岸波浪計で

あり、剤位の観測はしていない)

④
津居山

①
舞鶴

エリアB

エリアC

高浜発電所

隠岐トラフ海底地すべり

曇,

,  P      59km
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表 1 各地点における津波到達時間

55分

58分

52分

61分
※高浜発電 Fttlこおける時間は取水口前での津波到達時間。

潮位を観測していること、エリアB(基準津波 3)又はエリアC(基
準津波4)の早期検知に効果的であることから、④津居山、③三国、⑤
経ヶ岬の順に敷地外における津波検知活用の可能性を検討した。検討

結果を以下に示す。

O④津居山については、既往潮位データの分析から、潮汐と津波の区別
が可能であり、リアルタイムデータの入手も可能なことから、津波検

知後に中央制御室へ情報発信し、更なる早期の防潮ゲート閉止判断等
に用いる。

O③三国については、高浜発電所と比べて津波を早期に検知できる時間
が数分程度である。 リアルタイムでの潮位データの取得等について、
将来的な更なる安全性向上の取り組みとして検討していく。

O⑤経ヶ岬については、既往の観測記録の潮位データがない。丹後半島
(経ヶ岬等)に新たに潮位計を設置する場合、設置のための立地交渉
や妥当性のある潮位変動発信基準を設定するため相当期間のデータ

採取が必要であるため、将来的な更なる安全性向上の取り組みとして

検討していく。

以上より、津居山地′点については、1,2号炉再稼働までに対応する。
その他は将来的な更なる安全性向上として対応 していく。

37分

46分

31分

24分

22分

23分

① 舞鶴 l ④ 津居山 |② 敦賀   ③ 三目 ③ 4選ヶ岬  高涙発電所※

43分

47分
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(2)津居山地点の潮位観測におけるプラン ト影響のある津波高さ
敷地外におけるプラン ト「影響のある」津波高さの判断基準設定案及

び評価結果を表 2に示す。敷地外におけるプラン ト「影響のある津波」
は、水位 T.P.+3.Omと 水位 T.P.+2.Omと 水位 T,P.+1.Omの 判断基準案
から、津居山地点の潮位計の観測範囲内であり、最も安全側の判断基準

である T,P,+1.Omを 採用する。

津居山及び三国地′点において、過去最高潮位がそれぞれ T,P.+1.68m、

T,P.+0。 98mであることから、「lmの上げ」を判断基準とした場合に誤
検知をする可能性がある。過去最高潮位はいずれも台風や低気圧によ

る高潮が原因であり、また高潮による潮位変動の周期 (時間)は非常に
長いため、誤検知防止の観′点から、地すべ り津波の周期に合わせて 10

分以内とい う時間軸を設定することで信頼性確保が可能である。ただ

し、「プラン ト影響のある」津波が襲来する前の潮位が津居山地点で

T,P,+1.lm以 上、三国地点で T,P,+0.2m以 上の場合は 10分以内に lmの

水位上昇をすべて把握することができないため、その際は、レンジオー

バーとなったときに判断基準に達したものとする。

表 2 判断基準設定木安及び評価結果

設定経緯や
その根拠等

気象庁が発表する大津波警報と
同等の設定。
敷地外で大津波豊報相当の津
波が検知された場合、プラント「影
響のある」津波と判断することとし、
判断基準を「3.Omの上げ又は下
t殉とする。

津居山地点及び三国地点の観
沢U範囲の上限を超えており、常時、
レンジオーバーでの判断が必要。

気象庁発表の津波予想高さが実
際よりも高めに設定されることから、
実観測値として1よ3mよりも低い
水位を大津波警報相当続費定。
気象庁における過去の津波記録
と予測の比較から、験潮所での観
測値とデータベース予測値との比
は平均 1.2程度であることから、
大津波警報の下限値 3m/12
=25mよ り、保守的に2mと言費
定。
プラント「影響のある」津波高さの
判断基準を「20mの上げ又は下

'サ

」とする。

30mより安全側の判断基準。
津居山地点は観沢U範囲内であり
採用可。一方、三国地点の観測
範囲の上限を超えており、常時、
レンジオーバーの判断が必要c

気象庁における津波警報は予報
区ごとに発表されることから左記の
観測値と予測値の比較は予報区
ペースで考慮するとその上ヒが 1
8程度である。したがつて、大津波
警報の下限値3m/1.8=17m
より、保守的にlmと設定。
プラント「影響のある」津波高さの
判断基準を「1.Omの上,す又は下
,ナ」とする。

20mより安全側の判断基準。
津居山地点及び三国地点の観
測範囲内であり採用可。
過去最高潮位を踏まえると誤検
知の可能性あり。 (⇒次頁)

言平イ面

参考 :致地外の観測地点候補の観測範囲

判断基準案 水位 TP+3.Om 水位 TP+2.Om 水位 TP+1.Om

制 と電Lザ幸記 観測範囲
|

過去最高潮位   (描弘Rttは観測時期及礎 由)

津居山 TR+2.lm ～ 工R‐2.3m

IP+12m ～ TR-1.3m

IR+168m

TR+0.98m

(2004年 10月 20日 :台風23号 )

(2005年 12月 6日 :低気圧)

さ

(3)津居山地点の潮位観測におけるプラン ト影響の「可能性」のある津波高

発電所に影響を及ばす津波の波源を用いて、構外潮位計 (津居山地点 )

における津波シミュレーションを実施 した。
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基準津波に加えて、発電所に影響を及ぼす破壊伝播速度のパラスタ

ケース及び崩壊規模のパラスタケースについて、津居山地点の津波シ

ミュレーション結果における最初の下げ波の水位低下量を確認 した結

果を図 4に示す。いずれのケースも最初の下げ波の水位低下量は 0.6m
以上である。

0.50

0.40

0,30

0.20

0.10

こ 0.o0

却 _0.10

× -0,20

-0.30

‐0.40

‐0.50

-0.60

-0.70

29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42
時 間 (min)

エ リアB(基準津波 3)
0.50

0.40

0.30

0.20

0.10

こ 0.00
蝉 _0.10

X -0.20

-0,30

‐0.40

‐0.50

-0.60

‐0,70

22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35
時 間 (min)

エ リアC(基準津波 4)
図 4 判断基準設定案及び評価結果

破壊伝播速度のパラメータスタディ結果及び崩壊規模のパラメータ

スタディ結果について、「津居山地点 1波 目の水位変動量と発電所の最

高水位・最低水位の関係」、「1波 目の水位変動量と 0,6m低下に要する
時間の関係」及び 「判断基準 (0.6m/10分)に よる検知可否」を図 5及
び図 6に示す。

一
エリアBキネマ

ー
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ーーーエリアBキネマ
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破壊伝播速度06m/s
破壊伝播速度055m/s
崩壊規模800/O

崩壊規模700/O

崩壊規模600/O

崩壊規模500/o

水位低下量0.6m
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………エリアCキネマ

ーーーエリアCキネマ

務碁募エリアCキネマ

ーーーエリアCキネマ

イーーーーエリアCキネマ

…… エヽリアCキネマ

基準滓波 4

破壊伝播速度04m/s
崩壊規模800/O

崩壊規模600/o

崩壊規模500/o

崩壊規模450/o

水位低下員0.6m
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津居山地点における 1波 目の水位変動量と発電所敷地内の最高水位・

最低水位の関係から、発電所敷地内に影響の大きい波源ほど、津居山地

点における 1波 目の水位変動量が大きいこと、津居山地点における 1波

目の水位低下が 0.6m未満のケースでは発電所の施設影響はないことを

確認 した。

また、津居山地点における 1波 目の水位変動量と 0.6m低下に要する

時間の関係から、津居山地点における 1波 目の水位低下が大きいほど、
0.6m水位低下に要する時間は短いこと、発電所の施設影響ある津波の

うち、津居山地点における 0.6m水位低下に要する時間が 10分超のケ
ースはないことを確認 した。
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破壊伝播速度のパラメータスタディ結果 (全ケース※1の検知可否の確認)※ 1:参考としてEs―つのフ」く位下降側の結果も言戯
(最高水位は潮位のいらつき及び高潮裕度を考慮した値、最低水位は潮位のばらつきを考慮した値)

000
●津居山地点1波目の水位変動量と発電所の最高水位・
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(1波目の水位低下が0.6m以上のケースのみをプ[ット)
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(施設影響あり:赤 検知可能 :

水位上昇側 :Es―K5(エリアB)

2 -3

3′4号炉海水ポンた の最低水位 (TPm)
【凡例 (塗りつ武ノ:施設影響あり、白抜き:施設影響なし)】

)黒1ゆK位には溺位の1おつき01フ mを考慮

2 3 4 5 1 -3 1 -4

青 検知不能 :緑 )

06m/s

386413
065

03m/s

437
065

10m/s

446
06S
47

破壊伝播速度

最高水位「TP m]
水位低下重「m]
Э6m低下時間「分 1
検知可否

団
察
＝

0

（Ｅ
）
硼
恩
組
蝉
×
Ｇ
皿
霙
引
鸞
と
紀
里
ョ
哩
殻

水位上昇側 :Es‐T2(エリアC)

黒lゆJく位に1よ 0月位の1おつき‐017mを 考慮

図 5 破壊伝播速度のパラメータスタディ結果の検知可否
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060m

0.50m

045m __ (005m)セ ット値

(4)構外地点 (津居山)の情報発信基準の設定
基準津波に加えて、発電所影響を及ぼす破壊伝播速度のパラスタケ
ース及び崩壊規模のパラスタケースについて、構外地点 (津居山)の津
波シミュレーション結果における最初の下げ波の水位低下量を確認 し

た結果、いずれのケースも最初の下げ波の水位低下量は 10分以内に
0.6m以上であることを踏まえ、平常時における短時間の潮位のゆらぎ
10分間で最大約 0。 lmを考慮 して、情報発信基準を「10分以内に 0.5m
の水位が下降した場合」とする。

なお、構内の潮位計における判断基準値の考え方を踏まえ、測定誤差

等を考慮 し、セット値は 「10分以内に 0。 45m」 とする。
潮位計の情報発信基準を図 7に、津居山地′煮の潮位観測実績を図 8
に、平常時における潮位のゆらぎの考え方を図 9に示す。潮位のゆらぎ
にあたつては、潮位の変動が大きくなると考えられる夏期 (8月 ～10月 )

と冬期 (1月 ～3月 )の観測データをもとに算出する。具体的な潮位の
ゆらぎの算定方法を図 10に示す。

情報発信基準の仮設定値

情報発信基準の仮設定値 :津波シ通レーションにおける情報発信トリガーの仮設定値
情報発信基準値 :平常時の潮位のゆらざを考慮した構外地点 (津居山)の基準値
設定値 :構外地点 (津居山)の1青報発信のために必要な潮位変動値の許容範囲
セット値 :実機の計委設備にセットする作動値

平常時の
'朝

位のゆらぎ

(010m)

計装誤差
情報発信基準値

設定値

計装誤差

(005m)

0潮位計の情報発信基準値の概念図

●潮位計の誤差の考え方

図 7 潮位計の情報発信基準

敷地外
潮位計

演算装置 監視モニタ

単体誤差 :± 19mm ±8mm

ループ誤差 :± 22 2mm≒ ±23mm
,朝位変化率の言十装誤差 :±23mm× 2測定点 =±46mm≒ ±50mrr
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・通常の潮汐による潮位変動
兵庫県の津居山地点1こおいて、兵庫県が潮位を計測している

が、観測潮位の瞬時値としてデー娼 供を受けた2018年 1月
から2019年 10月 までの値で、平常時の潮汐の変動は最大で
10分間において約10cm程度である。

●通常時の潮汐の変動 2019年9月 瞬時値 (6研少)

2019.09,01 1日

・台風などの異常時の潮位変動
台風などの異常時の潮汐変動について、代表として若狭湾
周辺の潮汐の変動が大きいと想定される2018年の台風21
号 (中心気圧950hPa)の 潮汐変動を確認した。
潮汐の変動は大きいところで10分間で27cm程度である。

02018年の台風21号の潮位データ瞬時値 (6研少)
2018.09.04_1日

翼

Ｅ^
じ

軍
霞

図8 津居山地′点の潮位観測実績

図 9 平常時における潮位のゆらぎの考え方について

>津居山地点における通常の潮位変動におして 1よ、10分間の変動量が10cm程度である。

>2018年二月～2019年 10月における台風時の潮位データを考慮しても、潮汐の変動は大きいところで10分間で27cm程
度であった。

平常時における短時間の潮位のゆらぎの考え方を以下に示す。

・構内における基準津波評価にて考慮する「朔望平均潮位」及び入力津波評価にて考慮する「潮位の〔皮)つき」は、

それ印 過去の潮位データから平均値、標準偏差として算出。

・これに倣い、過去6ケ月分の夏期/冬期の潮位データ観測から、統計的なI註)つきを考慮した波高は下表の結果か
ら0.03mと見積もられる。

。これを踏まえつつ、10分間の剤位のゆらきについては、より保守的に、過去観測のデータの3σの値よりも大きい
0.10mを朗 。

0601■ 情報発信基準のイ反設定値

平常時の潮位のゆらぎ

(010m)

情報発信基準値

設定値

0構外潮位計の情報発信基準値の概念図

0.50m

O.45m 里留型 セット値
計装誤差

(005m)

中

”

い

い

中

中

デ
ー
タ
数

‐ 田 団 ■

車 α010 α020 儀010

車 ∈015 αO栂  0017

中    0.025      0,039      0.028
●夏期と冬期における10分間の潮位の明 ぎ(m)

潮位の1痘3つき(cm)
010分間の潮位のゆらぎのはちつき (過去データ6ケ月分)

,il | | li,
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平常時 (こおける短時間の潮位のゆらぎの具体的な算定方法を以

・10分前の瞬間潮位値と現在時刻の潮位値の差を取る。 (例 :2019/9/10■ 0100と 2019/9/10:20:00の
差を取り、10分差を-lcmと算定する。)

。変動差のばらつきを見るため上記差の絶対値を算定する。

・夏期、冬期、全体の期間における10分間潮位のばらつきの絶対値を統計的に処理し、中央値際 準偏差を算出す
る。潮位のゆら剖よ中央値と標準偏差の和とする。

。これを踏まえつつ、10分間の潮位のゆらざについては、より保守的に、過去観測のデータの3σと中央値の和よりも大
きい0.10mを適用する。

(参考)通常時の潮位のゆらぎの具体的な算定について

0夏期と冬期における10分間の潮位のゆらぎln4)

●観測データを用いた10分差及び絶対値の

'け

io分 葬

2019 09 01 01000 O O

2019 ∞ 01 9,100 C O

51

201_う 09 01600 51 -8 3

50

2019 09 01 02000
2019 ∞ 01 02100 建 と>

2019 09 Oi 025(10 53 -2 2

20'9 91 026(10 う9 …2 2

2019 (19

2C19 09 Ot 03000 F、

1 0 ◇

010分間の潮位のゆらぎのイメージ

130′986

0010

0.015

0025

126′019

0020

0.019

0039

257,005

0010

0.017

0028

憂朗

2019,3.1～ 10.31 全体

テータ叡

中央鍾

雲撃偏差

鶏位のゆらき

図 10 平常時における潮位の具体的な算定方法について
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(5)津居山地〕点における観測潮位の活用のまとめ

(1)～ (4)に示 した敷地外の観浪J潮位の活用方針に基づき、津居山地

点でのプラン ト「影響のある」津波高さ、津居山地点でのプラン ト影響

の「可能性」ある津波高さ及び敷地外の観測潮位の活用による防潮ゲー

ト閉止時間の短縮効果を図 10に示す。

図に示す通 り、敷地外の観測潮位において、プラン ト「影響のある」

津波高さを検知 した場合は、構内の海水ポンプ室の潮位計において、2

台の潮位計で 10分間以内に O.5m以上の下げ (上げ)のみで判断をする
こととしてお り、早期の対応を行 うものとする。短縮時間の効果として

は約 4分の短縮効果があると考えている。
また、敷地外の観測潮位において、プラン ト影響の「可能性」ある津

波高さを検知 した場合は、津波の襲来の備え、ゲー ト落下機構の確認や

津波監視カメラによる監視など構内に津波が襲来 した場合の対応を取

れる体制の構築を図り、確実の防潮ゲー トを閉止することとしている。

0警報が発表さオtない津波に可言Bな限り早期対応するための運用
(1)設置許可申請書に記載する運用

①激舶外にて「プラン幅褒盟邊る津渕 を検知し却母含

【敷地外】 津居山の場合 10分以内 im上昇 (下降)Xl
【敷地内】海水ポシた

分

　

―

一

13分 15分

※li散障時害 鶴示目定等、有ま続 奎動で穂 い事溺・ぅかか噺釣 は除く

短縮珀黒 :詢4分

②敷地外にて「プラント影磐の可能性ある津波Jを検畑した,台

【致地外】

0分 4分 「敷地外にて「プフシト影響あ辞 波」を |ヽ
:

そ睦 、
検知した場合」
対応を実施

tt該当した場合は、上記と同様の
|

囃r
潮署由の場合 10分以内05m下降 (上昇)

※ユ:遅溺 國昭よ、車両朝ヨ団蹴薙 段紫え 津激防議麓霞
^θ
,― 励魚 ′、

必報諏

"、

定瘍
※2:故障時部よ除く

津波聾東 こ備え危対応

・防潮げ―卜保守作業の中止
・橋内1')般車両の星避■1
.抑 ズ2

・輸送車両等の温避
・ゲ帯露 F構橋の確認
・津波警効 メラによる監視

(2)自主的な運用
早期G津波対応の更なる自主的な取り率且みとして、敷地外にてプラン影 響のある津波を検知し、津波監視カメ
合、防潮げ―卜閉止判断を早期化する運用とし、運用の具体的な内容は社内標拳で定める。

図 10 津居山地点における観測潮位の活用
―
黒 :莉5分
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(6)構外潮位計の検知信頼性のプラン ト影響について
構外潮位計単独で潮位検知を判断 (検知 トリガーlm/10分 )す る場合、
その計測信頼性が誤検知の要因となりうるため、誤検知の発生可能性

と、プラン トヘの影響を確認 した。

a.構外潮位計単独での計測信頼性と誤検矢日の可能性
誤検知の原因を以下のとお り整理した。

(a)故障による誤検知
津居山検潮所では、フロー ト式水位計を採用 してお り、フロー トの

浮き沈みによリワイヤが上下し、歯車で水位の変動を検知する (図 8)。

フロー ト式水位計で想定される故障モー ド、故障した場合に想定され

る中央制御室モニタでの指示変動および誤検知の有無を表 3に、2018

年 1月 から 2019年 10月 までの津居山の既往潮位データ分析結果を表
4に示す。
津居山検潮所の潮位計の故障モー ドのうち、フイヤ断線やフロー ト

故障は、津波と同様に指示変動する。このため、有意な指示変動とし

ての誤検知が否定できない。なお、検潮所は無人で、直ちに故障と断

定できない。

陣
　燐 i“

~1ヽ

ワイヤ

ーカレーー

おもり

フロート

畢塩漸位

ケ
2ri t 2‐ 2  E→  12‐■  をヽ
子1 '手と 1角 ●3亀

~■~■~

一糧   変換器

導水管

図 8 フロー ト式水位計の概要図 (イ メージ)

表 3 フロー ト式水位計の故障モー ド等の整理表

表 4 津居山の既往潮位データ分析結果

愈
℃

故障モード 想定される掲示変動 誤検知の有無 判断内容

ワイヤ凶町泉 (フロート狽」) 徐々に指示上昇 10分以内の指示上昇により警報が発信し誤検知の虞あり 津波と判断

ワイヤ断裂 (おもり側 ) 指示固定 指示固定であるため言呉検矢□なし 故障と判断

フロート接続タトれ 徐々に指示上昇 10分以内の指示上昇により警報が発信し誤検知の虞あり 津波と判断

フロート石皮す員 徐々に指示低下 10分以内の指示低下により警報が発信し誤検知の虞あり 津波と判断

ケーブル地絡、電源断× スケールダウン ステッ文変化により警率限が発信し言呉検矢日の虞あり 故障と判断

変換器故障、データJ又 0最エラー※ スケー,レダウン又はオープヾ― 同上 故障と判断

歯車固着 指示固定 指示固定であるため誤検知なし 故障と判断

導水管つまり 指示固定 同 上 故障と判断
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計 画 外 計 画 内

No   データ欠測開女卸寺刻

1   2013/11/22   11:31

2    2019/1/6    0159

3    2019/4/4   23:02

4    2019/5/8    9:38

5    2019/5/9    0:02

6   2019/5/31   12141

7   2019/7/12   10:01

8   2019/10/4   1:21

9   2019/10/4   22:21

10  2019/10/5   0:41

11   2019/10/5    3121

12  2019/10/5   9:11

13   2019/10/5   12101

14  2019/10/5   15:11

15   2019/10/5   19:21

16  2019/10/12   15:41

欠測時間

10分

2日 11時間

15時間4分

13分

10時間11分

10分

10分

10分

10分

10分

10分

10分

10分

10分

10分

3日 1時間20分

欠測理由

データ収録エラー

現地潮位電源断

現地潮位電源断

現地潮位電源断

現地潮位電源断

データJ又録エラー

データ引又録エラー

データH又録エラー

データJ又録エラー

データJ又録エラー

データ収録エラー

データ耳又録Iラー

データH又録エラー

データJ又録エラー

データJ又録エラー

停電

No  データ欠測開始時刻

1   2018/2/17   8:21

2   2013/3/22   9:41

3   2018/3/28   11:00

4   2018/3/28   12:11

5   2013/3/2   13:01

6    2018/8/3     9:01

7   2013/8/31   13:31

8   2013/11/2   17:51

9   2018/11/9   17:51

10  2013/11/14   9:51

11  2013/11/16  19:11

12   2019/9/5   12:21

13   2019/9/6    9:01

欠測時間

9時間40分

1時間20分

1分

1時間

3時間40分

50分

10日寺間29分

1日 15時間30分

2日 2B寺間30分

50分

2日 14時間

3時間40分

1時間40分

欠測理由

計画停電

定期点検

風向風速計交換

風向風速計交換

現地詳細点検

現地詳細点検

計画停電

計画停電

計画停電

定期点検

計画停電

現地詳細点検

現地詳細点検

(b)津波以外の潮位変勃 (台風等も含む)に よる誤検知
過去に津居山地点では T,P,+1.68mの 最高潮位を観測 しているが、水

位 上昇は数 cm/1o分程度である。至近 (2018.1～ 2019。 10)の津居山地
点における潮位データを分析 (表 5)したところ、通常の潮汐変動で
lm/10分 となる事例はない。

表 5 津居山地点の潮位データ
単位 icm/10分

20と8年十 2月 13月 14月 15月 16月 17月 18月 19月 110月 1重 月二月 12月

22

-2フ

16

…17

22

-25

12

-13

17

-15

17

-16

16

-18

13

-14

18    13

-16   …15

11    18

-12   -17

単位:cm/10分

20■9年 10月

17    16 16

-15

14

-12

11    24    12    15    13    22

-3    -20   -12   -14   -14   -22-1フ    ー15

以上より、通常の潮位変動の影響はない見通 しだが、検潮所の潮位計の

故障モー ドによつては、津波と同様に有意な指示変動と判断する可能性

が否定できず、かつ即座に故障と断定できないため、誤検矢日の虞がある。

b。 誤検知によるプラン ト影響

ゲー ト閉止によるプラン ト停止により、最大 340万 kW(1～ 4号機稼働
時)の電源が同時に喪失する。
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その影響は以下のとお りで無視できないため、一定頻度での誤検知に

姑 しては、何 らかの措置が必要である。

○ライフラインヘの影響

>高 浜発電所 4基運転時、一度に約 340万 KWの電源が喪失 した場
合、発電量の低下により、系統周波数が低下する。

>交 流送電の仕組みから、電源喪失前の電気使用量により、電源喪失
時の裕度が決定される。使用量が大きければ電源喪失時に対する余

裕が大きくなり、使用量が小さければ余裕が厳 しくなる。

>系 統周波数の低下に伴い、系統安定化装置※が動作 し、電気の使用量
によつては、お客さまの電気の供給が停止される場合があり、一般

公衆への波及影響が考えられる。

※周波数低下の抑制に見合った負荷を遮断する装置

○原子カプラン トヘの影響

>系 統周波数が低下すれば、他の稼働中の原子力発電所の系統周波数
も同様に低下する。これは、当該の発電所内も同様であり、誘導電

動機を使用 しているポンプの回転数が低下する。具体的には、1次
冷却材ポンプの回転数が低下し、一時的に炉心を通過する冷去「材流

量が低下につながり、炉心の冷却状態が悪化する。

a.及び b。 より、構外潮位計測の信頼性を踏まえ、構内潮位計を組み

合わせ、誤検知を回避する。なお、構内潮位計の組み合わせた判断では、

防潮ゲー ト閉止の判断基準の早期化を図る。
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8.2 更なる安全性向上に係る取り組み
8。 2.1 背景
敷地外における津波の早期検矢日封応としては、津居山地点の外部機関による

潮位データを更なる早期の防潮ゲー ト閉止判断等として活用する方針であり、

高浜発電所 1,2号機の再稼働までに、津居山地点の既往観測潮位を活用する。
ただし、津居山一地点に限らず、活用できるデータは可能な限り活用し、津

波の兆候を事前に捉えることが更なる安全Jl生向上に繋がることから、今後も引

き続き、将来的な更なる安全性向上に係る取 り組みとして、敷地外潮位計の多

様性向上を図る。

8.2.2 検討条件
8,1,3章 の検討結果より、津居山以外の候補地′点にて、「構内潮位計

よりも早期に検知できること」及び「過去観測データの蓄積により、海底地す
べ り津波と通常の潮汐を識別可能なこと」の条件に該当する三国もしくは経

ヶ岬への潮位計設置及び津居山地点への当社潮位計の追加設置について検討

する。

8。 2.3 検討結果
将来的な更なる安全性向上に係る取 り組みとして、具体的には、津居山地点

以外の潮位計の追加活用や当社所有の潮位計の追加設置について、表 1の と
お り、各案の成立の前提が確率できたものは、実施 していく。

設備構成のイメージを図 1に示す。

表 1 将来的な更なる安全性向上の取 り組みに係る課題および必要な期間
検討ケース 虚芝の範握 左配の機堕機に必要な期岡

既往観測地点の活用拡充 (三国)

既往観測地点 (津居曲等)への当社潮位計の設置

新規地点 (丹後半島等)への当社潮位計の設置

既往観測地点からのデータ提供の了解

既往観測地点における設1置の了解及び
配置の成立

立地交渉の成立

約6か月 (通信回線等の設置)

約1年 (潮位計・通信回線等の設置)

約3年 (観測所の設置1年、潮位計・通信回
線等の設置1年、潮位デー嫁 取1年)

窃等三二桁詞-99



t
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①外部機関設置の
敷地外潮位計
(津居山)

制
示継鵬

監

強

断

示

判
指

閉 止

将来的な取り組み

5条 ∝朗乾して)

潮位計

1

運転員PC
取水路

防潮ゲート

中央制御室

中央制御室
潮位計(モニタl

中央制御室

L

図 1 将来的な更なる安全向上の取 り組みに係る設備構成のイメージ
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8.3 構外潮位計欠測時の対応
8.3.1 背景
警報が発表 されない津波に可能な限り早期に姑応するために構外潮位計を活

用 し、構内潮位計での防潮ゲー ト閉止判断の早期化 と、防潮ゲー ト落下機構の確

認などの津波襲来に備えることとしている。構外潮位計が欠測 した場合にはこ

れ らの対応ができないことから、構外潮位計欠測時の対応について検討 した。

8.3.2 検討条件
構外潮位計は、警報が発表されない津波に対 して、可能な限り早期に封応する

ものであるため、一時的に構外検知を用いず とも津波姑応上の問題がないと評

価できる対応は「欠測時の運用を除外 (① )」 し、津波対応上の問題がないと評価
できないが、津波検知した際と同等の対応が可能な場合は、「津波検知した際と
同等の対応を実施 (② )」 する。津波検知した際と同等の対応ができないものは、
「個別に代替手法を検討 (③ )」 する。
具体的な検討フローは図 1に示す。

構外潮位計欠測時の対応フロー

YES

NO

YES

NO

図 1 構外潮位計欠測時の対応

8。 3.3 評価結果
構外潮位計を活用 した対応項 目に関して、構外潮位計欠測時の対応を整理 し

た結果を表 1に示す。
プラン ト影響のある津波を検知 した場合の防潮ゲー ト閉止判断の早期化につ

いては、構内潮位で津波検知により、最も時間余裕が厳 しい津波に対 しても約 9

分の余答時間をもつて、施設影響のある津波を防護可能であることから、欠測時

一時的に橋夕ヽお父矢日を用し

対応上の問題がないと評価できるか

津波検知した際と同等の対応が可能か

③個】Uに代笞手法を検討 ②滓波検知した際と同等の対応を実施 ④欠測時の対応を除外
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の運用を除外する。

ゲー ト保守作業の中断については、保守的に欠測と同時に構外に津波が襲来

した場合を想定しても、発電所へ津波が襲来するまでに復旧が可能であること

から、欠測時は津波検知 した際と同等の対応を実施する。

構内の一般車両の退避については、保守的に欠測と同時に構外に津波が襲来

した場合を想定しても、発電所へ津波が青☆自来するまでに退避が可能であること

から、欠測時は津波検知 した際と同等の対応を実施する。なお、放水口側の一般

車両については、津波の流況及び地形並びに車両位置と津波防護施設 との位置

関係を踏まえ、津波防護施設への影響を確認 し、必要に応 じ、当社敷地内の津波

が到達 しない場所へ退避する運用を定めることにより、津波防護施設に影響を

及ぼさない方針 とすることから、退避運用の必要性及び成立性については、後段

規制において、詳細を確認することとする。

荷役中以外の場合の輸送船の退避は、海底地すべ り津波の最大流速、最高 。最

低水位に対 し輸送船の係留が維持できること、輸送船が岸壁に乗 り上がらない

こと、着底や座礁等により航行不能にならないことを確認 しており、漂流物とな

らないことから、欠測時の運用を除外する。

荷役中の場合の輸送車両等の退避については、燃料輸送作業は年間数 日程度

であり、夜聞作業がないこと、欠測時の輸送車両等の退避による作業中断は、輸

送工程への影響が大きいことから、作業時は構外潮位計設置箇所へ人を配置 し、

仮に構外潮位計の潮位伝送に異常が生 じた場合には、現地にて目視等にて潮位

を確認 し、構外潮位の監視が途切れないよう対応する。

ゲー ト落下機構の確認は、ゲー ト閉止の前提条件であるため、欠測時は津波検

知 した際と同等の対応を実施する。

津波監視カメラによる監視は、津波対応の前提条件であるため、欠測時は津波

検知 した際と同等の対応を実施する。
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分類

①

②

②

①

③

②

②

構外潮位計欠沢1時の対応に係る評価

構内潮位計 2台、10分以内 0,5m以上の「上下変動」
でのゲー ト閉上にて、最も時間余裕が厳 しい津波に

対し、約 9分の余裕時間をもって、施設影響のある
津波を防護可能

保守的に欠測と同時に構外に津波が襲来 した場合

を想定しても、発電所へ津波が襲来するまでに復旧

が可能であり、上段の対応により施設影響のある津

波を防護可能

※なお、構外での津波検知時及び欠涙1時は、速やか

に中央制御室より連絡が入る体制を構築する。

保守的に欠浪1と 同時に構外に津波が襲来 した場合

を想定しても、発電所へ津波が襲来するまでに退避

が〒丁含呂

海底地すべり津波の最大流速、最高 。最低水位に対

し輸送船の係留が維持できること、輸送船が岸壁に

乗り上がらないこと、着底や座礁等により航行不能

にならないことを確認 してお り、漂流物とならな

い。

左記対応により、構外潮位を継続監視可能

ゲー ト閉上の前提条件であるため、欠測時は同等の

対応を実施。

津波対応の前提条件であるため、欠測時は同等の対

応を実施。

構外潮位計欠測時の対応

左記対応を除外し、構内潮位計 2台、10分以
内 0.5m以上の「上下変動」でゲー ト閉止判断

同左

同左

左記対応を除外とし、退避せず

作業は年間数 日程度であり、夜間作業がないこ

と、欠測時の輸送車両等の退避による作業中断

は、輸送工程への影響が大きいことから、作業

時は構外潮位計設置箇所へ人を配置し、仮に構

外潮位計の潮位伝送に異常が生じた場合には、

現地にて目視等にて潮位を確認 し、構外潮位の

監視が途切れないよう対応

同左

同左

構外で津波を検知した時の対応

構内潮位計 2台、10分以内 0.5m以上
の「変動」でゲー ト閉止判断

ゲー ト保守作業の中断

構内の一般車両の退避※

(荷役中以外の場合)

輸送船の退避

(荷役中の場合)

輸送車両等の退避

ゲー ト落下機構の確認

津波監視カメラによる監視

燃
料
等
輸
送

プラント影響のある津

波 (津居山で 10分以内
1.Om上昇 (下降)を検
知した場合 )

プラン ト影響の可能性

がある津波 (津居山で

10分以内 0.5m上昇 (下

降)を検知した場合 )

表 1 構外潮位計欠測時の対応整理
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※ :後段規制において、必要性及び成立性を確認する。


